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は  じ  め  に 
 

少子高齢化の急速な進展により、わが国における高齢化率は２８．７％

を超え、団塊の世代が全員７５歳以上となる２０２５年（令和７年）には

大都市圏を中心に高齢者人口が急増し、介護を必要とする方々の増加が予

想されております。 

本市におきましても、総人口が年々減少する中、６５歳以上の高齢者人

口は１１，４００人を超え、高齢化率も３８．６％となり、全国水準を大

きく上回っております。 

要支援・要介護認定者数につきましても増加傾向にあり、介護保険制度

が始まった平成１２年度には１，１２３人でありましたが、令和２年度には２，３９１人となり、

６割強が認知症を有している状況となっております。 

また、新型コロナウイルス感染症が国内外で拡がっており、介護サービスの提供にとどまらず、

介護予防の各種教室等につきましても感染予防の徹底を図りながら実施することが必要になる

など、高齢者を取り巻く環境は大きく変化しました。 

このような状況にあって、可能なかぎり住み慣れた地域で高齢者の方々が安心して暮らせるよ

うにするために、より一層「地域包括ケアシステム」の深化・推進に取り組むことが求められて

おります。 

そのため、「上山市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画」では、「みんなが互いに支え合

い安心していきいきと暮らせるまちづくり」を基本理念とし、地域住民が互いに助け合いながら

生きがいをもって暮らすことができる地域共生社会の実現を目指してまいります。 

さらに、本計画では、介護予防の充実と介護人材の確保を重要な施策と位置付けております。 

上山型温泉クアオルト事業や一般介護予防事業におきましては、住民主体による通いの場（百

歳体操・サロン）への支援を始め、楽しく健康づくりに取り組む環境整備にも繋がる「かみのや

ま健康ポイント事業」を実施するなど、介護予防の充実に取り組んでまいります。 

また、介護人材の確保につきましても、保険者だけでなく、社会福祉協議会や介護事業所とも

連携し、地域住民が介護現場や生活支援の場で活躍できる仕組みづくりに地域を挙げて取り組ん

でまいります。 

本計画の着実な推進により、介護保険制度の適切な運営と高齢者福祉の充実を図ってまいりま

すので、皆様方のご理解とご協力をよろしくお願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定にあたり、貴重なご意見をいただきました関係各位に心から感謝を申し

上げます。 

 

令和３年３月 

                   上山市長 横 戸 長兵衛 
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第１章  計画策定の趣旨 

 

上山市介護保険事業計画・高齢者福祉計画は、介護保険法第 117 条に基づく介護保

険事業計画及び老人福祉法第20条の８に基づく老人福祉計画として策定します。 

介護保険事業計画は、「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための

基本的な指針」に基づき、①各年度における介護給付対象サービスの種類ごとの見込

量及びその見込量の確保のための方策等を定めるとともに、②各年度における地域支

援事業に要する費用の額並びに地域支援事業の見込量及び見込量の確保のための方策

等を定め、あわせて③介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するために必

要な事項等を定めることとされています。 

また、高齢者福祉計画は、高齢者が生きがいを持てる健全で安らかな生活を保障し、

地域福祉の増進を図るため、その内容を包含する介護保険事業計画と一体のものとし

て計画を策定します。 

あわせて、本市における「成年後見制度利用促進基本計画」について、「成年後見制

度の利用の促進に関する法律」等に鑑み、成年後見制度利用支援事業及び権利擁護事

業の実施に関する内容を包含する介護保険事業計画と一体のものとして策定します。 

 

本計画は、介護保険法により、３年ごとの計画を策定することとなっているため、

令和３年度から令和５年度までを第８期の計画期間とします。 

また、第８期介護保険事業計画は、団塊の世代が全員 75 歳以上となる 2025 年（令

和７年）、さらには団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる 2040 年（令和 22 年）を見据

えつつ、第５期から掲げられた「地域包括ケアシステム」の実現のための方向性を承

継しながら、「地域包括ケア計画」として位置付けて、2025年までの計画期間を通じて、

地域共生社会の実現とともに、地域包括ケアシステムの深化・推進を図っていきます。 

 

本計画は、「第７次上山市振興計画」との整合性を図っています。 

第７次上山市振興計画においては、「元気であたたかいまち」を将来都市像『また来

たくなるまちずっと居たいまち ～クアオルト かみのやま～』の実現のための柱の

一つとして位置付けており、身近な地域資源を活かす取組みを通して、市民の健康意

識を高めるとともに、住み慣れた地域で心身ともに豊かに自立した生活ができるまち

づくりを進めています。 

また、「湯ったり健康かみのやま21第二次行動計画」などの福祉、保健、医療の各分

野で策定されている諸計画との調和も図っており、だれもが生涯安心して暮らし続け

られるように、お互いを尊重し、地域全体で支え、助け合う優しいまちを目指し、介護

保険制度などの高齢者福祉を推進することとしています。 
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さらに、「山形県老人保健福祉計画・山形県介護保険事業支援計画」及び「第７次山

形県保健医療計画・山形県地域医療構想」との整合性も図っています。 

これらを踏まえて、本計画では、団塊の世代が全員75歳となる2025年（令和７年）に

向けて、地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた地域づくりを念頭に置きながら

整合性のあるものにしていきます。 

 

本計画の策定にあたっては、市民の意見を反映させるために、介護保険事業に関係

する各種団体の代表者、有識者、専門家のほか、市民３人の公募委員を加えた16人の

委員による「上山市介護保険事業運営協議会」に諮り意見を聴くとともに、介護保険

サービス事業者へのヒアリングと意見交換会を実施しました。 

また、65歳以上の第１号被保険者の中から無作為抽出した方を対象とする「介護予

防・日常生活圏域ニーズ調査」及び「在宅介護実態調査」の２つのアンケート調査を実

施し、高齢者の生活実態や介護保険制度等に対する意見等を把握しました。 

そのうえで、これらの意見や要望等を取り入れながら、市の関係課で組織する「上

山市介護保険事業計画策定委員会」に諮り計画策定を行いました。 

本計画の推進にあたっては、「上山市介護保険事業運営協議会」を通常年４回開催し、

介護保険事業の執行状況、地域包括支援センター及び地域密着型サービス事業所の運

営状況等について報告し、委員の意見を聴取して進捗状況等の評価を行っていきます。 
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第２章  高齢者を取り巻く現状 

 

（１）総人口の状況 

本市の総人口は、平成27年は31,906人でしたが、令和２年では29,653人となって

います。年少人口と生産年齢人口は減少し、老年人口は増加しています。 

総人口の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住民基本台帳（各年９月末日現在）  
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（２）世帯数の状況 

本市の世帯数及び１世帯あたり人員は減少傾向にあり、令和２年時点で11,306世帯、

１世帯あたり人員は2.65人となっています。 

世帯数・１世帯あたり人員の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（各年１月１日現在） 

（３）人口動態 

本市の人口減は近年 400 人を超えており、令和元年には 442 人となっています。自

然減は 300 人前後で推移しており、令和元年は 384 人と最も多くなっています。社会

減は各年で変動しており、令和元年は58人となっています。 

人口動態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（各年１月１日～12 月 31 日の合計） 
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（１）高齢者人口 

本市の高齢者人口は、平成27年の11,055人から令和２年は11,454人に増加してい

ます。74 歳以下の前期高齢者は増加傾向、後期高齢者については 75 歳～84 歳は減少

傾向で、85歳以上は増加傾向で推移しています。 

高齢化率は年々上昇し、平成 28 年に 35％を超え、令和２年は 38.6％となっていま

す。 

高齢者人口の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 出典：住民基本台帳（各年９月末日現在）  
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18.9

15.8

21.3

18.4

単独世帯

21.2

19.7

19.7

18.7

夫婦のみ

12.4

10.5

22.6

22.5

夫婦と子供

9.2

8.1

9.4

8.8

ひとり親と子供

37.9

45.4

26.5

31.0

同居親族世帯

0.4

0.5

0.5

0.6

非親族世帯

平成27年

平成22年

平成27年

平成22年

（％）

65歳

以上

世帯

員あり

核家族世帯

総数

(10,709)

(10,646)

(6,578)

(6,874)

※（母数：世帯数）に家族類型「不詳」を含む。割合は「不詳」を除いて算出。

（２）高齢者の世帯構成 

本市の世帯構成は、平成27年は『核家族世帯』が合計51.7％、３世代等の「同居親

族世帯」は26.5％となっており、平成22年に比べ「同居親族世帯」の割合は低下して

います。 

65歳以上の方がいる世帯では、単独世帯が平成27年では18.9％を占めています。 

世帯構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 出典：国勢調査（各年 10 月１日現在） 

 

また、平成 15 年度に高齢者夫婦世帯が 1,000 組を超え、一人暮らしも平成 19 年度

に 1,000 人を超え、推移しています。一人暮らしは女性が多くを占め、増加していま

す。令和２年度は一人暮らしが1,458人、高齢者夫婦世帯が1,460組となっています。 

高齢者の世帯構成の推移 

区分 

65 歳以上のうち 

一人暮らし 高齢者夫婦 
世帯（組） 

高齢者 
世帯（組） 総数（人） 男（人） 女（人） 

平成 12 年度 688 122 566 884 95 

平成 13 年度 724 143 581 891 91 

平成 14 年度 812 171 641 983 73 

平成 15 年度 811 173 638 1,023 107 

平成 16 年度 846 183 663 1,060 115 

平成 17 年度 920 206 714 1,092 136 

平成 18 年度 955 210 745 1,098 118 

平成 19 年度 1,053 300 753 1,054 131 
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区分 

65 歳以上のうち 

一人暮らし 高齢者夫婦 
世帯（組） 

高齢者 
世帯（組） 総数（人） 男（人） 女（人） 

平成 20 年度 1,024 234 790 1,160 123 

平成 21 年度 1,067 265 802 1,170 142 

平成 22 年度 1,107 285 822 1,195 176 

平成 23 年度 1,060 263 797 1,169 126 

平成 24 年度 1,099 289 810 1,178 106 

平成 25 年度 1,137 318 819 1,195 113 

平成 26 年度 1,170 331 839 1,239 137 

平成 27 年度 1,220 370 850 1,294 - 

平成 28 年度 1,216 377 839 1,312 - 

平成 29 年度 1,269 409 860 1,337 - 

平成 30 年度 1,321 456 865 1,340 - 

令和元年度 1,417 499 918 1,437 - 

令和２年度 1,458 534 924 1,460 - 

※ 各年度４月１日現在 

※ 65 歳以上の内訳は、民生委員・児童委員調べによる 

※ 高齢者夫婦世帯は、夫 65 歳以上、妻 60 歳以上の夫婦のみで構成する世帯 

※ 高齢者世帯は、65 歳以上の高齢者のみで構成する世帯（親子・兄弟等） 

（３）高齢者の就業状況 

本市の高齢者の平成27年の就業人口は2,716人、就業率は24.4％と、平成22年に

比べて上昇しており、国・県の就業率を上回っています。 

就業状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 出典：国勢調査（各年 10 月１日現在） 
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（４）要支援・要介護認定者の状況 

要支援・要介護認定者は年々増加傾向で推移してきました。平成30年度は2,486人と

なりましたが、令和２年度は2,430人で微減となっています。要支援・要介護度別では、

他市と比較し、要支援１・２が比較的多い状況であり、要介護認定者全体の26.9％を

占めており、介護予防事業の充実と重度化防止の取組みが求められています。 

要支援・要介護認定者の状況 

（単位：人） 

区分 
要支援 

１ 
要支援 

２ 
要介護 

１ 
要介護 

２ 
要介護 

３ 
要介護 

４ 
要介護 

５ 
合計 

平

成

21 

年

度 

第１号被保険者 246 214 361 301 259 285 214 1,880 

うち 65 歳～74 歳 20 16 30 33 31 40 20 190 

うち 75 歳以上 226 198 331 268 228 245 194 1,690 

第２号被保険者 2 7 6 9 5 7 6 42 

合計 248 221 367 310 264 292 220 1,922 

構成比（％） 12.90 11.50 19.09 16.13 13.74 15.19 11.45 100.00 

平

成

22 

年

度 

第１号被保険者 256 189 376 314 277 274 206 1,892 

うち 65 歳～74 歳 25 10 34 28 29 28 22 176 

うち 75 歳以上 231 179 342 286 248 246 184 1,716 

第２号被保険者 1 6 7 7 5 8 6 40 

合計 257 195 383 321 282 282 212 1,932 

構成比（％） 13.30 10.09 19.82 16.61 14.60 14.60 10.97 100.00 

平

成

23 

年

度 

第１号被保険者 248 185 409 356 293 266 198 1,955 

うち 65 歳～74 歳 15 12 32 28 26 22 19 154 

うち 75 歳以上 233 173 377 328 267 244 179 1,801 

第２号被保険者 2 5 10 4 6 8 6 41 

合計 250 190 419 360 299 274 204 1,996 

構成比（％） 12.52 9.52 20.99 18.04 14.98 13.73 10.22 100.00 

平

成

24 

年

度 

第１号被保険者 234 265 430 375 309 302 199 2,114 

うち 65 歳～74 歳 14 23 37 34 28 18 18 172 

うち 75 歳以上 220 242 393 341 281 284 181 1,942 

第２号被保険者 4 4 6 6 7 7 6 40 

合計 238 269 436 381 316 309 205 2,154 

構成比（％） 11.05 12.49 20.24 17.69 14.67 14.34 9.52 100.00 

平

成

25 

年

度 

第１号被保険者 227 305 464 395 318 316 183 2,208 

うち 65 歳～74 歳 18 32 40 38 18 21 19 186 

うち 75 歳以上 209 273 424 357 300 295 164 2,022 

第２号被保険者 3 3 4 7 7 6 7 37 

合計 230 308 468 402 325 322 190 2,245 

構成比（％） 10.24 13.72 20.85 17.91 14.48 14.34 8.46 100.00 
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区分 
要支援 

１ 
要支援 

２ 
要介護 

１ 
要介護 

２ 
要介護 

３ 
要介護 

４ 
要介護 

５ 合計 

平

成

26 

年

度 

第１号被保険者 211 337 498 417 328 293 188 2,272 

うち 65 歳～74 歳 17 37 45 28 21 19 20 187 

うち 75 歳以上 194 300 453 389 307 274 168 2,085 

第２号被保険者 0 5 8 11 3 8 8 43 

合計 211 342 506 428 331 301 196 2,315 

構成比（％） 9.11 14.77 21.86 18.49 14.30 13.00 8.47 100.00 

平

成

27 

年

度 

第１号被保険者 169 373 521 449 332 293 215 2,352 

うち 65 歳～74 歳 17 41 39 33 24 21 22 197 

うち 75 歳以上 152 332 482 416 308 272 193 2,155 

第２号被保険者 2 8 9 6 9 8 5 47 

合計 171 381 530 455 341 301 220 2,399 

構成比（％） 7.13 15.88 22.09 18.97 14.21 12.55 9.17 100.00 

平

成

28 

年

度 

第１号被保険者 215 359 510 456 329 271 218 2,358 

うち 65 歳～74 歳 25 30 42 29 24 17 20 187 

うち 75 歳以上 190 329 468 427 305 254 198 2,171 

第２号被保険者 2 4 8 6 7 5 7 39 

合計 217 363 518 462 336 276 225 2,397 

構成比（％） 9.05 15.14 21.61 19.27 14.02 11.52 9.39 100.00 

平

成

29 

年

度 

第１号被保険者 214 384 522 410 320 296 234 2,380 

うち 65 歳～74 歳 25 36 48 23 27 15 18 192 

うち 75 歳以上 189 348 474 387 293 281 216 2,188 

第２号被保険者 2 2 6 9 2 6 5 32 

合計 216 386 528 419 322 302 239 2,412 

構成比（％） 8.96 16.00 21.89 17.37 13.35 12.52 9.91 100.00 

平

成

30 

年

度 

第１号被保険者 278 384 509 414 329 299 234 2,447 

うち 65 歳～74 歳 28 40 36 25 23 20 21 193 

うち 75 歳以上 250 344 473 389 306 279 213 2,254 

第２号被保険者 2 6 10 8 4 5 4 39 

合計 280 390 519 422 333 304 238 2,486 

構成比（％） 11.26 15.69 20.88 16.97 13.40 12.23 9.57 100.00 

令

和

元

年

度 

第１号被保険者 271 367 508 408 347 284 204 2,389 

うち 65 歳～74 歳 26 38 32 27 25 20 16 184 

うち 75 歳以上 245 329 476 381 322 264 188 2,205 

第２号被保険者 4 3 6 7 7 2 6 35 

合計 275 370 514 415 354 286 210 2,424 

構成比（％） 11.34 15.27 21.21 17.12 14.60 11.80 8.66 100.00 

令

和

２

年

度 

第１号被保険者 246 381 488 398 352 296 192 2,353 

うち 65 歳～74 歳 32 39 36 28 25 15 19 194 

うち 75 歳以上 214 342 452 370 327 281 173 2,159 

第２号被保険者 3 4 7 7 7 3 7 38 

合計 249 385 495 405 359 299 199 2,391 

構成比（％） 10.41 16.10 20.70 16.94 15.02 12.51 8.32 100.00 

※ 各年度３月末日現在（住所地特例適用者等含む） 
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（１）日常生活圏域 

日常生活圏域は、より身近な地域のサービスを提供するため、人口、要介護認定者、

施設等のバランスを考慮して、南部地区（南中学校及び宮川中学校学区）、北部地区（北

中学校学区及び山元地区）としています。 

日常生活圏域 

南部地区 

区分 地区名 

本庁地区 

二日町１、二日町２、矢来１、矢来２、矢来４、石堂、矢来３、南町、長清水１、長清水

２、三本松、石崎１、石崎２、河崎、松山、葉山、金生１、金生２、金生３、金生４、金

生５、スカイタワー 

西郷地区 高松、石曽根、川口、赤坂、藤吾、阿弥陀地、小穴、細谷 

本庄地区 関根、相生、三上、皆沢、楢下、赤山、柏木 

東 地区 牧野、原口、須田板、小笹、久保川、大門、菖蒲、古屋敷 

宮生地区 宮脇、下生居、中生居、上生居 

中山地区 中山第１、中山第２ 

 
北部地区 

区分 地区名 

本庁地区 

上十日町、中十日町、下十日町、上新丁、下新丁、北町、栄町、八日町１、八日町

２、美咲町、東町、沢丁、新湯、荒町、八幡丁、仲丁、湯町、湯町新道、軽井沢、御

井戸丁、新町、四ツ谷、旭町、弁天、西山、久保手、金瓶、朝日台、大石 

中川地区 糸目、仙石、泉川、金谷、足ノ口、甲石、高野、薄沢、永野、蔵王、権現堂、小倉、

棚木、坊平 

山元地区 須刈田、狸森、元屋敷、菅、前丸森、入丸森、境、中ノ森 
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（２）介護保険サービス事業所の現状 

介護保険サービスは、本市で現在開設されていない事業所（地域密着型サービスの

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型特定施設入居

者生活介護、看護小規模多機能型居宅介護）を除き、市内の事業所で受けることがで

きます。 

市内の日常生活圏域別の介護保険サービス事業所 

 

区分 
南部地区 北部地区 合計 

事業所数 定員 事業所数 定員 事業所数 定員 

訪問介護 2 ヵ所 － 2 ヵ所 － 4 ヵ所 － 

訪問入浴介護 2 ヵ所 － － － 2 ヵ所 － 

訪問看護 4 ヵ所 － 7 ヵ所 － 11 ヵ所 － 

訪問リハビリテーション 2 ヵ所 － 3 ヵ所 － 5 ヵ所 － 

居宅療養管理指導 14 ヵ所 － 34 ヵ所 － 48 ヵ所 － 

通所介護 2 ヵ所 55 人 1 ヵ所 25 人 3 ヵ所 80 人 

通所リハビリテーション 3 ヵ所 40 人 3 ヵ所 100 人 6 ヵ所 140 人 

短期入所生活介護 3 ヵ所 30 人 3 ヵ所 70 人 6 ヵ所 100 人 

短期入所療養介護 1 ヵ所 － 3 ヵ所 － 4 ヵ所 － 

特定施設入居者生活介護 － － 2 ヵ所 64 人 2 ヵ所 64 人 

福祉用具貸与 － － 1 ヵ所 － 1 ヵ所 － 

認知症対応型通所介護 1 ヵ所 12 人 2 ヵ所 24 人 3 ヵ所 36 人 

小規模多機能型居宅介護 2 ヵ所 54 人 1 ヵ所 29 人 3 ヵ所 83 人 

認知症対応型共同生活介護 2 ヵ所 36 人 2 ヵ所 45 人 4 ヵ所 81 人 

地域密着型通所介護 1 ヵ所 22 人 － － 1 ヵ所 22 人 

福祉用具購入 － － 1 ヵ所 － 1 ヵ所 － 

居宅介護支援 5 ヵ所 － 5 ヵ所 － 10 ヵ所 － 

介護予防支援 1 ヵ所 － － － 1 ヵ所 － 

介護老人福祉施設 3 ヵ所 129 人 1 ヵ所 80 人 4 ヵ所 209 人 

 うち地域密着型 2 ヵ所 49 人 － － 2 ヵ所 49 人 

介護老人保健施設 － － 2 ヵ所 160 人 2 ヵ所 160 人 

総合事業通所型Ａ 1 ヵ所 20 人 1 ヵ所 10 人 2 ヵ所 30 人 

合計 49 ヵ所 398 人 74 ヵ所 607 人 123 ヵ所 1,005 人 

※ 介護予防サービス、第１号通所型サービス事業所を含む 
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（３）介護保険サービスの実績 

要支援１・２の認定を受けた方に支給する介護予防給付費及び要介護１～５の認定

を受けた方に支給する介護給付費は増加傾向で推移するとともに、特定入所者介護サ

ービスや高額介護サービス等も含めた標準給付費も増加しています。 

介護給付費の実績 

（単位：円） 

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

居宅介護サービス 1,254,438,728 1,246,316,767 1,202,122,031 

 訪問介護 187,870,133 175,612,212 172,908,914 

訪問入浴介護 17,423,966 17,875,256 15,366,803 

訪問看護 40,952,269 49,385,015 49,470,311 

 訪問リハビリテーション ― ― ― 

 居宅療養管理指導 4,609,783 5,523,845 6,937,629 

 通所介護 267,777,071 247,267,527 245,096,078 

 通所リハビリテーション 201,637,102 192,640,531 181,291,896 

 短期入所生活介護 316,042,424 313,408,328 282,866,319 

 短期入所療養介護 54,061,855 67,667,694 70,480,192 

 特定施設入居者生活介護 94,139,600 104,943,184 105,441,087 

 福祉用具貸与 69,436,275 71,545,758 71,668,505 

 特定診療費 488,250 447,417 594,297 

地域密着型サービス 649,695,200 662,195,660 683,042,151 

 認知症対応型通所介護 55,837,273 64,471,033 67,893,542 

 小規模多機能型居宅介護 159,703,792 165,385,593 173,741,044 

 認知症対応型共同生活介護 225,296,008 218,468,642 214,651,515 

 地域密着型通所介護 33,236,962 30,451,067 33,420,453 

地域密着型介護老人福祉施設 174,841,774 178,636,410 182,963,709 

定期巡回・随時対応型訪問介護看

護等 

779,391 4,782,915 10,371,888 

福祉用具購入 2,986,981 2,593,363 2,976,786 

住宅改修 4,636,295 4,501,535 4,812,249 

居宅介護支援 166,036,702 153,924,522 150,217,187 

介護保険施設サービス 1,119,886,304 1,139,030,346 1,148,115,399 

 介護老人福祉施設 704,592,178 721,342,905 741,804,827 

 介護老人保健施設 401,497,855 417,687,441 406,310,572 

 介護療養型医療施設 13,796,271 ― ― 

介護給付費計…① 3,197,680,210 3,208,562,193 3,191,285,803 
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介護予防給付費等の実績 

（単位：円） 

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

介護予防サービス 50,196,935 56,163,115 58,883,347 

 介護予防訪問介護 0 0 0 

介護予防訪問入浴介護 74,934 0 0 

介護予防訪問看護 5,723,076 7,396,285 11,115,716 

介護予防居宅療養管理指導 443,080 564,885 476,001 

介護予防通所介護 0 0 0 

介護予防通所リハビリテーション 29,104,172 32,937,906 30,358,610 

介護予防短期入所生活介護 2,966,988 3,076,100 3,717,803 

介護予防短期入所療養介護 507,024 212,643 185,428 

介護予防特定施設入居者生活介護 5,711,850 4,909,408 4,916,475 

介護予防福祉用具貸与 5,665,811 7,065,888 8,113,314 

地域密着型介護予防サービス 10,730,475 13,806,522 13,281,606 

 介護予防認知症対応型通所介護 642,438 1,101,897 905,148 

介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 

介護予防小規模多機能型居宅介護 10,088,037 12,704,625 12,376,458 

介護予防福祉用具購入 910,046 459,923 893,022 

介護予防住宅改修 4,848,252 3,249,403 5,624,996 

介護予防支援 9,591,600 10,906,560 11,177,080 

介護予防給付費計…② 76,277,308 84,585,523 89,860,051 

高額介護サービス費…③ 65,401,012 68,783,180 72,383,615 

高額介護予防サービス費…④ 24,404 16,767 37,343 

特定入所者介護サービス費…⑤ 150,923,620 159,613,292 162,313,442 

特定入所者介護予防サービス費…⑥ 51,940 83,482 148,510 

高額医療合算介護サービス費…⑦ 10,899,589 10,209,726 10,780,733 

高額医療合算予防介護サービス費…⑧ 3,671 7,546 19,752 

審査支払手数料…⑨ 3,269,635 3,506,552 3,318,855 

標準給付費 

（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧＋⑨） 
3,504,531,389 3,535,368,261 3,530,148,104 
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介護保険サービスの回数・人数等の実績（介護給付） 
 

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

居宅介護サービス    

 
訪問介護 

回数 46,737 44,302 41,453 

 人数 3,011 2,792 2,664 

 
訪問入浴介護 

回数 1,467 1,479 1,262 

 人数 359 343 303 

 
訪問看護 

回数 6,006 7,448 7,469 

 人数 1,105 1,318 1,429 

 
訪問リハビリテーション 

回数 0 0 0 

 人数 0 0 0 

 居宅療養管理指導 人数 731 913 1,027 

 
通所介護 

回数 35,543 32,996 31,611 

 人数 3,826 3,473 3,332 

 
通所リハビリテーション 

回数 24,143 23,391 21,014 

 人数 3,103 3,173 2,831 

 
短期入所生活介護 

日数 40,878 40,412 35,968 

 人数 2,920 2,739 2,345 

 
短期入所療養介護 

日数 6,456 8,301 8,460 

 人数 462 599 563 

 特定施設入居者生活介護 人数 512 582 587 

 福祉用具貸与 人数 6,380 6,340 6,327 

 特別療養費 人数 76 106 117 

地域密着型サービス    

 
認知症対応型通所介護 

回数 5,186 6,015 6,158 

 人数 612 721 703 

 小規模多機能型居宅介護 人数 851 864 883 

 認知症対応型共同生活介護 人数 909 880 860 

 
地域密着型通所介護 

回数 4,062 3,710 3,908 

人数 550 508 513 

地域密着型老人福祉施設 人数 594 592 595 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護等 人数 5 23 36 

福祉用具購入 人数 102 82 87 

住宅改修 人数 62 57 57 

居宅介護支援 人数 11,248 10,905 10,533 

介護保険施設サービス    

 介護老人福祉施設 人数 2,710 2,770 2,795 

 介護老人保健施設 人数 1,536 1,560 1,477 

 介護療養型医療施設 人数 41 0 0 
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介護保険サービスの回数・人数等の実績（介護予防給付） 
 

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

介護予防サービス    

 介護予防訪問介護 人数 0 0 0 

 
介護予防訪問入浴介護 

回数 9 0 0 

 人数 4 0 0 

 
介護予防訪問看護 

回数 896 1,184 1,837 

 人数 196 272 376 

 介護予防居宅療養管理指導 人数 73 89 67 

 介護予防通所介護 人数 0 0 0 

 介護予防通所リハビリテーション 人数 871 1,005 902 

 
介護予防短期入所生活介護 

日数 476 465 611 

 人数 100 114 104 

 
介護予防短期入所療養介護 

日数 129 46 28 

 人数 8 5 7 

 介護予防特定施設入居者生活介護 人数 74 55 56 

 介護予防福祉用具貸与 人数 1,329 1,572 1,726 

地域密着型介護予防サービス    

 
介護予防認知症対応型通所介護 

回数 72 122 101 

 人数 10 16 12 

 介護予防小規模多機能型居宅介護 人数 136 166 156 

 介護予防認知症対応型共同生活介護 人数 0 0 0 

予防福祉用具購入 人数 41 21 31 

予防住宅改修 人数 51 38 49 

介護予防支援 人数 2,172 2,490 2,555 
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（４）地域支援事業の実績 

平成18年度の介護保険制度改正により、地域支援事業として介護予防事業や地域包

括支援センターによる各種事業等を実施してきました。平成28年４月から介護予防・

日常生活支援総合事業に移行し、介護予防の各種教室等を開催しています。その事業

実績の概要は次のとおりです。 

①地域支援事業費の実績 

（単位：円） 

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

地域支援事業全体 132,325,206 136,568,476 133,192,354 

 介護予防・日常生活支援総合事業 94,446,492 95,287,939 89,947,852 

包括的支援事業 23,878,712 26,203,940 26,698,692 

任意事業 5,382,238 5,689,159 5,653,357 

在宅医療介護連携推進事業 13,351 71,250 13,817 

生活支援体制整備事業 2,500,000 2,799,842 4,295,000 

認知症総合対策事業 5,911,675 6,349,387 6,447,080 

自立支援型地域ケア会議 192,738 166,959 136,556 

 

②介護予防・日常生活支援総合事業 

（単位：円） 

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

訪問型サービス 21,452,363 21,130,652 21,135,648 

通所型サービス 37,902,131 40,625,538 39,608,553 

運動器機能向上 910,265 828,271 267,300 

介護予防ケアマネジメント作成 8,126,900 8,531,920 7,897,520 

合計 68,391,659 71,116,381 68,909,021 

 

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

訪問型サービス 人数 1,158 人 1,199 人 1,225 人 

通所型サービス 人数 1,544 人 1,752 人 1,719 人 

 

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

運動器の機能向上 
回数 10 回 9 回 27 回 

人数 37 人 55 人 62 人 

栄養改善 
回数 24 回 2 回 8 回 

人数 13 人 3 人 12 人 

介護予防ケアマネジメント作成 人数 1,822 人 1,944 人 1,792 人 
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区分 
平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

開催日等 利用者等 開催日等 利用者等 開催日等 利用者等 

地域住民グループ支援事業 年間 
世代間
交流事
業等 

年間 
世代間
交流事
業等 

年間 
世代間
交流事
業等 

転倒予防教室 
「ころばねず体操教室」 

70 回 
延人数 
1,515 人 

64 回 
延人数 
1,424 人 

46 回 
延人数 

786 人 

すこやか運動教室 10 回 37 人 9 回 55 人 10 回 68 人 

複合型介護予防教室 
「しゃきっと健康教室」 

74 回 
延人数 
1,203 人 

64 回 
延人数 
1,018 人 

58 回 
延人数 

781 人 

介護予防運動教室 
「運動をする会」 

48 回 
延人数 
3,647 人 

40 回 
延人数 
3,752 人 

60 回 
延人数 
1,485 人 

認知症予防教室 
「脳活健幸教室」 

5 回 
延人数 

113 人 
- - - - 

高齢者栄養教室 
「いきいきシニア料理教室」 

4 回 
延人数 

103 人 
- - - - 

認知症予防教室 
「元気塾」 

- - 5 回 
延人数 

79 人 
5 回 

延人数 
63 人 

口腔機能向上事業 
「クアオルト歯つらつクラブ」 

12 回 
延人数 

274 人 
11 回 

延人数 
214 人 

11 回 
延人数 

178 人 

高齢者ふれあい事業 10 回 336 人 11 回 351 人 - - 

水中ストレッチ教室 30 回 515 人 27 回 462 人 24 回 442 人 

湯中運動教室 12 回 47 人 - - - - 

百歳体操 - 29 団体 - 40 団体 - 40 団体 

かみかみ百歳体操 - 3 団体 - 16 団体 - 25 団体 

※ 「脳活健幸教室」、「いきいきシニア料理教室」、「湯中運動教室」は平成 30 年度で終了 

※ 元気塾は令和元年度より、百歳体操は平成 27 年度より実施 

※ 高齢者ふれあい事業は、新型コロナウイルス感染症への対応に伴い令和２年度は中止 
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区分 
平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

開催日等 利用者等 開催日等 利用者等 開催日等 利用者等 

包括的支援事業 年間 

地域包括
支援セン
ター事業
業務委託 

年間 

地域包括
支援セン
ター事業
業務委託 

年間 

地域包括
支援セン
ター事業
業務委託 

成年後見制度利用支援事業 年間 2 人 年間 3 人 年間 3 人 

住宅改修理由書作成業務 年間 23 人 年間 19 人 年間 26 人 

温泉デイサービス事業 100 回 
延人数 
1,633 人 

96 回 
延人数 
1,452 人 

17 回 
延人数 

261 人 

家族介護教室 4 回 
延人数 

19 人 
1 回 

延人数 
7 人 

 2 回 
延人数 

23 人 

認知症高齢者等見守り事業 290 日 
延回数 
1,075 回 

290 日 
延回数 
1,159 回 

284 日 
延回数 
1,244 回 

配食サービス事業 151 日 
延配食数 
3,457 食 

150 日 
延配食数 
2,957 食 

146 日 
延配食数 
2,971 食 

認知症サポーター養成講座 年間 144 人 年間 57 人 年間 117 人 

 

（５）地域密着型サービス事業所の運営 

平成18年４月の介護保険制度の改正に伴い、住み慣れた地域での生活を支えるため、

地域密着型サービスが始まりました。地域密着型サービスは、原則として上山市民だ

けが市内の事業所を利用することができ、上山市が事業所の指定、指導、監督の権限

を有しています。 

平成 28 年４月からは、定員 18 人以下の小規模な通所介護事業所が、地域密着型通

所介護事業所に移行されましたが、平成30年７月には、地域密着型通所介護の１事業

所が認知症対応型通所介護事業所にサービス業種を転換しました。 

①地域密着型サービス事業所の運営推進 

上山市指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスの指定等に関

する基準条例により、運営推進会議の設置が義務付けられ、おおむね２ヵ月に１回以

上（認知症対応型通所介護及び地域密着型通所介護については６ヵ月に１回以上）開

催することとなっています。そのため、市内の次の地域密着型サービス事業所の運営

推進会議に市職員が出席し、情報交換や事業所の指導を行いました。 

 

サービスの種類 事業所数 

認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症
対応型共同生活介護 

4 ヵ所（南部地区 2、北部地区 2） 

小規模多機能型居宅介護 3 ヵ所（南部地区 2、北部地区 1） 

地域密着型老人福祉施設 2 ヵ所（南部地区 2） 

認知症対応型通所介護 3 ヵ所（南部地区 1、北部地区 2） 

地域密着型通所介護 1 ヵ所（南部地区 1） 
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②地域密着型サービス事業所の指定 

地域密着型サービス事業所の指定については、市が指定します。 

また、介護保険法第78条の12において準用する同法第70条の２の規定により、指

定を受けた事業所及び平成 28 年３月から引き続き利用している事業所所在地以外の

市町村の被保険者に限定する所在地以外の市町村からのみなし指定事業所は、６年ご

とに更新手続きが必要となっています。 

平成 30 年度から令和２年度までに地域密着型サービス事業所の指定更新を行った

事業所数は、次のとおりです。 
 

区分 サービスの種類 事業所数 

新規指定 認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護 1 ヵ所 

指定更新 

介護老人福祉施設 2 ヵ所 

小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護 2 ヵ所 

通所介護・介護予防通所介護 1 ヵ所 

認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護 2 ヵ所 

認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護 2 ヵ所 

みなし新規指定 通所介護 1 ヵ所 

みなし指定更新 通所介護 1 ヵ所 

 

③地域密着型サービス事業所の指導、監査 

上山市介護保険サービス事業者等指導及び監査実施要綱、上山市介護保険サービス

事業者等指導及び監査事務取扱要領に基づき実地指導等を行うとともに、「上山市介護

サービス調整連絡協議会」を定期的に開催し、市内事業所に対する情報提供と集団指

導を実施しました。 

実地指導の実施状況 

サービスの種類 
実施事業所数 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

地域密着型サービス小規模多機能型居宅介護 - 1 ヵ所 1 ヵ所 

地域密着型サービス認知症対応型通所介護・地域密着
型介護予防サービス認知症対応型通所介護 

- 1 ヵ所 - 

地域密着型サービス認知症対応型共同生活介護・地域
密着型介護予防サービス認知症対応型共同生活介護 

1 ヵ所 - 1 ヵ所 

地域密着型老人福祉施設 1 ヵ所 - 1 ヵ所 

地域密着型通所介護 1 ヵ所 - - 
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（６）地域包括支援センターの運営 

地域包括支援センターは、「上山市地域包括支援センター」の名称で、平成 18 年４

月１日から市役所内に１ヵ所設置し、市内全域の諸事業を担当しています。 
 

①職員配置（令和２年４月１日現在） 

センター長       ：１人（兼務） 

主任介護支援専門員   ：３人 

社会福祉士       ：３人 

保健師（経験ある看護師）：３人 

②相談業務の取扱件数 

（単位：件） 

 区分 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

１ 介護保険関係 954 754 712 

２ 実態把握 109 71 99 

３ 認知症 210 161 142 

４ ケアマネ支援 12 14 13 

５ 医療 20 69 46 

６ 福祉用具・住宅改修 186 93 158 

７ 施設入所 32 41 36 

８ 権利擁護 55 40 17 

９ 高齢者虐待 26 49 17 

10 苦情 1 3 1 

11 その他 130 162 160 

合計 1,735 1,457 1,401 
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③ケアプラン作成業務件数 

（単位：件）

区分 

地域包括支援センター 居宅支援事業所委託 合計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

４月 118 164 166 41 39 40 159 203 206 

５月 129 167 167 40 37 38 169 204 205 

６月 129 162 168 43 38 40 172 200 208 

７月 135 164 176 42 42 43 177 206 219 

８月 140 168 175 42 42 40 182 210 215 

９月 148 167 175 41 42 39 189 209 214 

10 月 151 172 182 40 48 43 191 220 225 

11 月 158 164 173 40 44 40 198 208 213 

12 月 155 168 178 39 45 40 194 213 218 

１月 155 170 167 42 42 43 197 212 210 

２月 160 167 160 42 41 42 202 208 202 

３月 159 180 164 37 43 44 196 223 208 

合計 1,737 2,013 2,051 489 503 492 2,226 2,516 2,543 

 

（単位：件）

区分 

地域包括支援センター 居宅支援事業所委託 合計 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

４月 122 131 118 27 25 21 149 156 139 

５月 112 133 118 24 26 24 136 159 142 

６月 129 126 124 25 27 22 154 153 146 

７月 130 128 123 23 22 21 153 150 144 

８月 123 128 126 25 25 22 148 153 148 

９月 118 128 134 25 26 22 143 154 156 

10 月 120 128 127 24 27 19 144 155 146 

11 月 125 133 123 26 26 20 151 159 143 

12 月 125 133 130 24 24 19 149 157 149 

１月 122 132 122 25 24 15 147 156 137 

２月 126 129 135 25 26 20 151 155 155 

３月 158 125 132 25 24 19 183 149 151 

合計 1,510 1,554 1,512 298 302 244 1,808 1,856 1,756 
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④かみのやまケアマネ連絡会の設置 

市内における介護支援専門員のネットワークを構築し、情報交換や研修等を通して、

介護支援専門員の資質の向上を図り、公正で効率的、効果的な介護保険サービスの推

進に資することを目的に、平成19年度に「かみのやまケアマネ連絡会」を設置し、各

種研修会を開催してきました。 

⑤居宅介護支援事業所等の巡回訪問の実施 

地域包括支援センターと市内の各居宅介護支援事業所等との連携を強化し、日常業

務や困難事例に対する情報交換等を円滑に進めるとともに、介護支援専門員の質の向

上を図るため、地域包括支援センターの担当者が各事業所を年１回巡回訪問しました。 

⑥認知症地域支援推進員の活動 

認知症施策の企画・運営を行政と共に連携し推進するとともに、医療・介護等の支

援ネットワークの構築、さらには認知症サポーター養成講座の開催等による認知症対

応力向上のための支援、認知症カフェの後方支援等を通じた相談・支援体制の構築に

向け取り組みました。 
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（７）在宅福祉サービス事業の実績 

在宅福祉サービス事業は、介護保険サービス事業以外の高齢者福祉サービスとして、

利用実績や利用者の要望等に基づいて事業実施要綱の見直しを行いながら、サービス

提供に努めてきました。 

 

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

寝具洗濯サービス事業 
利用実人数 65 人 44 人 43 人 

延利用人数 104 人 44 人 43 人 

移送サービス事業 
利用実人数 115 人 95 人 93 人 

延利用人数 224 人 239 人 228 人 

緊急通報システム事業 利用実人数 44 人 44 人 40 人 

自動消火器給付事業 給付台数 1 台 1 台 － 

高齢者世帯除雪支援事業 
利用実人数 16 人 － 23 人 

延利用人数 16 人 － 23 人 

訪問理美容サービス事業 
利用実人数 13 人 9 人 7 人 

延利用人数 23 人 23 人 17 人 

愛の一声運動事業 利用実人数 22 人 19 人 － 

老人福祉電話貸与事業 利用実人数 11 人 10 人 9 人 

※ 愛の一声運動事業は令和元年度で終了 

（８）地域資源を活用した介護予防事業等の実績 

平成23年度より、健康長寿を目指し地域資源を活用し上山らしさを取り入れた健康

ウォーキングを主軸にした健康づくり事業を実施してきました。安心・安全に楽しみ

ながら効果的な運動ができる毎日ウォーキングは、年々参加者が増え、市民の健康づ

くりの場、仲間づくりの場として定着しています。令和元年度からは市民の参加料を

無料にし、より参加しやすい環境を整備したことに加え、令和２年度からは新たにＩ

ＣＴを活用した「かみのやま健康ポイント事業」を開始し、介護予防事業にインセン

ティブを付与し、楽しみながら主体的に健康づくりができる体制を整備しました。 

また、温泉を活用した水中ストレッチ教室は膝や腰に痛みがあっても無理なく全身

運動ができ、転倒不安の解消や参加者の運動意欲の向上、さらには参加者同士のコミ

ュニティづくりにも寄与しており、高齢者の心身の健康づくり向上に繋がっています。 

今後も地域資源を活用し楽しみながら継続できる健康づくり施策を推進し、市の魅

力を健康づくりに活かし、市全体で健康づくりの機運を高めていきます。 
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（１）調査の目的 

平成 12 年４月に介護保険制度がスタートしてから 20 年が経過しましたが、今後の

高齢者福祉施策の推進と介護保険事業の円滑な実施を目指し、国から示された「介護

予防・日常生活圏域ニーズ調査」・「在宅介護実態調査」の手法を用いて、高齢者の生活

状況や健康状況等を把握し、第８期介護保険事業計画の基礎資料とするために、アン

ケート調査を実施しました。 

調査概要は以下のとおりです。 

①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

（ア）調査対象  65歳以上の市民から1,000人を無作為抽出（要支援認定者を含む） 

（イ）調査方法  郵送により配布・回収（無記名式による回答） 

（ウ）調査時期  令和２年１月10日～令和２年２月14日 

 

②在宅介護実態調査 

 

（ア）調査対象  65歳以上の市民で現在要介護認定・要支援認定を受けている方から 

1,000人を無作為抽出 

（イ）調査方法  郵送により配布・回収（無記名式による回答） 

（ウ）調査時期  令和２年７月６日～令和２年７月31日 
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（２）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

①家族や生活状況 

家族構成は、「夫婦２人暮らし（配偶者65歳以上）」が29.7％と多く、「その他」が

27.2％、「息子・娘との２世帯」が 25.4％、「１人暮らし」が 12.7％となっています。

前回調査では「一人暮らし」が10.8％であり、増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②介護・介助の必要 

普段の生活で「介護・介助は必要ない」が82.6％を占め、「何らかの介護・介助は必

要だが、現在は受けていない」が9.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③転倒歴 

過去一年間に転んだ経験は「ない」が64.8％と多く、「１度ある」が22.1％、「何度

もある」が8.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

12.7

11.9

23.2

29.7

29.9

26.8

3.5

3.7

25.4

25.2

28.6

27.2

27.7

21.4

1.4

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１人暮らし 夫婦２人暮らし（配偶者65歳以上）

夫婦２人暮らし（配偶者64歳以下） 息子・娘との２世帯

その他 無 回 答

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

82.6

86.1

37.5

9.6

8.7

21.4

5.5

3.7

28.6

2.2

1.4

12.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護・介助は必要ない

何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない

現在、何らかの介護を受けている

無 回 答

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

8.6

7.6

21.4

22.1

20.9

37.5

64.8

66.9

37.5

4.5

4.6

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

何度もある １度ある ない 無 回 答
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④外出状況 

「週２～４回」が 41.9％、「週５回以上」が 37.9％とそれぞれ多く、「週１回」が

11.8％、「ほとんど外出しない」が4.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

昨年と比べて外出回数は『減っていない（「あまり減っていない」と「減っていない」

の合計）』が74.6％と多く、『減っている（「とても減っている」と「減っている」の合

計）』は20.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

バスや電車（自家用車も含む）で一人での外出は「できるし、している」が 76.3％

と多く、「できるけどしていない」が14.0％、「できない」が7.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

4.0

3.3

12.5

11.8

10.2

32.1

41.9

41.7

44.6

37.9

40.2

8.9

4.4

4.6

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ほとんど外出しない 週１回 週２～４回 週５回以上 無 回 答

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

2.6

1.8

12.5

18.3

16.9

35.7

35.3

36.0

26.8

39.3

40.6

23.2

4.5

4.7

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とても減っている 減っている あまり減っていない 減っていない 無 回 答

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

76.3

79.5

35.7

14.0

13.2

25.0

7.5

5.3

35.7

2.2

2.1

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

できるし、している できるけどしていない できない 無 回 答
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⑤物忘れなど 

物忘れが多いと感じているは「いいえ」が 58.0％と多く、「はい」が 38.9％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥地域での活動への参加状況 

ボランティアグループには「参加していない」が56.9％と多く、「年に数回」以上参

加しているとの回答は12.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

スポーツ関係のグループやクラブには「参加していない」が55.4％と多く、「年に数

回」以上参加しているとの回答は16.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

38.9

38.0

51.8

58.0

59.1

42.9

3.1

2.9

5.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

はい いいえ 無 回 答

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

0.8

0.8

0.0

1.3

1.2

1.8

0.8

0.6

3.6

3.5

3.6

1.8

6.3

6.5

3.6

56.9

56.6

60.7

30.5

30.6

28.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無 回 答

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

2.4

2.6

5.5

5.5

5.4

3.9

3.9

3.6

2.1

2.1

1.8

2.4

2.6

55.4

54.6

66.1

28.3

28.7

23.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無 回 答
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趣味関係のグループには、「参加していない」が 49.7％と多く、「年に数回」以上参

加しているとの回答は23.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

学習・教養サークルには「参加していない」が58.6％と多く、「年に数回」以上参加

しているとの回答は8.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

百歳体操など介護予防のための通いの場には、「参加していない」が58.9％と多く、

「年に数回」以上参加しているとの回答は13.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

1.2

1.1

1.8

3.3

3.3

3.6

3.7

3.9

1.8

9.0

9.4

3.6

5.8

6.2

49.7

48.2

69.6

27.2

27.8

19.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無 回 答

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

0.4

0.4

0.8

0.7

1.8

0.8

0.7

1.8

3.1

3.0

3.6

3.6

3.7

1.8

58.6

58.2

64.3

32.8

33.2

26.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無 回 答

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

1.3

1.2

1.8

1.2

1.1

1.8

7.1

6.6

12.5

1.7

1.5

3.6

1.7

1.8

58.9

58.6

62.5

28.3

29.1

17.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無 回 答
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老人クラブには「参加していない」が59.5％と多く、「年に数回」以上参加している

との回答は10.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

町内会・自治会には「参加していない」が42.3％と多く、「年に数回」が19.3％とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

収入のある仕事を「していない」が 44.6％と多く、「週４回以上」が 16.1％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

0.3

0.3

0.0

0.8

0.8

1.4

1.4

1.8

1.9

1.7

5.4

5.7

5.8

3.6

59.5

58.7

69.6

30.5

31.3

19.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無 回 答

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

0.6

0.7

0.9

1.0

1.0

1.1

6.4

6.9

19.3

19.8

12.5

42.3

40.9

60.7

29.4

29.6

26.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無 回 答

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

16.1

17.3

4.6

5.0

0.4

0.4

1.7

1.7

1.8

4.0

4.3

44.6

42.4

73.2

28.7

28.9

25.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 していない 無 回 答
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健康づくり活動や趣味のグループ活動に「参加してもよい」が37.7％、「参加したく

ない」が37.5％と同程度で、「既に参加している」が8.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康づくり活動や趣味のグループ活動の企画・運営（お世話役）には「参加したくな

い」が58.7％と多く、「参加してもよい」が23.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦健康状態 

『よい（「とてもよい」と「まあよい」の合計）』が 72.6％を占め、『よくない（「あ

まりよくない」と「よくない」の合計）』が18.5％となっており、前回調査では『健康

（「とても健康」と「まあまあ健康」の合計）』は 80％程度であったことから、今回は

やや少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

5.9

5.5

10.7

37.7

37.8

35.7

37.5

37.0

44.6

8.2

8.7

1.8

10.7

10.9

7.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無 回 答

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

1.9

1.8

3.6

23.3

23.0

26.8

58.7

58.6

60.7

4.1

4.4

12.0

12.2

8.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無 回 答

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

8.5

9.0

1.8

64.1

65.0

53.6

16.1

15.7

21.4

2.4

1.5

14.3

8.9

8.9

8.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とてもよい まあよい あまりよくない よくない 無 回 答
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この１か月間、気分が沈んだり、ゆううつな気持ちになったりすることがありまし

たかでは、「はい」が30.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

この１か月間、物事に対して興味がわかない、あるいは心から楽しめない感じがよ

くありましたかでは、「はい」が20.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

30.7

30.1

39.3

60.4

61.2

50.0

8.9

8.7

10.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

はい いいえ 無 回 答

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

20.8

20.2

28.6

70.4

71.1

62.5

8.7

8.7

8.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

はい いいえ 無 回 答
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現在、治療中または後遺症のある病気では、「高血圧」が48.2％と多く、「目の病気」

が31.4％、「筋骨格の病気（骨粗しょう症、関節症等）」が13.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

N = 778
％

ない

高血圧

脳卒中（脳出血・脳梗塞
等）

心臓病

糖尿病

高脂血症（脂質異常）

呼吸器の病気（肺炎や気
管支炎等）

胃腸・肝臓・胆のうの病気

腎臓・前立腺の病気

筋骨格の病気（骨粗しょう
症・関節症等）

外傷（転倒・骨折等）

がん（悪性新生物）

血液・免疫の病気

うつ病

認知症（アルツハイマー病
等）

パーキンソン病

目の病気

耳の病気

その他

無　回　答

12.6

48.2

3.6

10.0

10.3

9.6

5.8

7.6

7.7

13.6

3.0

3.5

0.5

1.4

0.6

0.5

31.4

6.7

11.1

5.7

13.4

48.2

3.5

9.0

10.0

10.0

5.8

7.1

7.3

12.6

2.5

3.2

0.3

1.1

0.7

0.3

30.2

5.7

10.2

5.5

1.8

48.2

5.4

23.2

14.3

5.4

5.4

14.3

12.5

26.8

8.9

7.1

3.6

5.4

0.0

3.6

46.4

19.6

21.4

7.1

0 10 20 30 40 50 60
全 体 一般高齢者 要支援者１・２、総合事業対象者
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⑧認知症に関すること 

認知症の症状がある、または家族に認知症の症状がある人の有無では、「はい」が

12.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知症に関する相談窓口を知っていますかでは、「はい」が 29.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

12.2

11.9

16.1

82.3

82.7

76.8

5.5

5.4

7.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

はい いいえ 無 回 答

N =

全　　　体 778

一般高齢者 722

要支援者１・２、
総合事業対象者

56

29.2

29.8

21.4

65.2

64.5

73.2

5.7

5.7

5.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

はい いいえ 無 回 答
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（３）在宅介護実態調査 

①世帯類型 

世帯類型は、「夫婦のみ世帯」と「単身世帯」がともに20.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②主な介護者 

主な介護者は、「子」が 49.2％と多く、次いで「配偶者」が 25.9％、「子の配偶者」

が15.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

25.9%

49.2%

15.2%

1.7%

1.7%

3.4%

3.0%

0% 20% 40% 60%

配偶者

子

子の配偶者

孫

兄弟・姉妹

その他

無回答

合計(n=474)

20.0% 20.0% 57.3% 2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=660)

単身世帯 夫婦のみ世帯 その他 無回答
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③介護者の年齢 

介護者の年齢は、「60代」が34.4％と多く、次いで「50代」が21.5％、「80歳以上」

が17.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④介護者の勤務形態 

介護者の勤務形態は、「働いていない」が 42.7％と多く、次いで「フルタイム勤務」

が25.9％、「パートタイム勤務」が15.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.2%

0.4%

0.6%

5.3%

21.5%

34.4%

17.3%

17.9%

0.2%

2.1%

0% 20% 40%

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80歳以上

わからない

無回答

合計(n=474)

25.9% 15.3% 42.7% 0.4% 15.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=471)

フルタイム勤務 パートタイム勤務 働いていない わからない 無回答
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⑤介護者が行っている介護 

介護の内容は、「その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）」が70.7％と多く、次いで

「外出の付き添い、送迎等」が63.5％、「食事の準備（調理等）」が61.4％となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥介護者が不安に感じる介護 

不安に感じる介護は、「認知症状への対応」が31.8％と多く、次いで「入浴・洗身」

が25.8％、「夜間の排泄」が24.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15.9%

17.4%

15.5%

20.6%

21.4%

25.3%

18.7%

63.5%

43.9%

25.1%

13.4%

61.4%

70.7%

60.9%

7.0%

0.0%

6.6%

0% 20% 40% 60% 80%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

わからない

無回答

合計(n=471)

18.4%

24.8%

5.9%

25.8%

4.7%

5.7%

8.7%

23.5%

12.1%

31.8%

6.4%

13.6%

13.1%

12.1%

6.8%

2.1%

1.1%

10.6%

0% 20% 40%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

合計(n=472)
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⑦介護者の就労継続の可否に係る意識 

仕事を続けていけるかでは、「問題はあるが、何とか続けていける」が45.7％と多く、

「問題なく、続けていける」が13.1％、「続けていくのは、やや難しい」が7.9％とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

13.1% 45.7% 7.9% 4.9%

1.1%

27.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=267)

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける
続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい
わからない 無回答
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第３章  基本理念 

 

第７期介護保険事業計画では、施設の整備は行わなかったものの、要介護状態にな

ることを未然に防ぎ、自立した日常生活を過ごせるように転倒予防などの各種教室を

開催し介護予防に努めるとともに、市内事業所等の協力のもと認知症高齢者を地域で

見守る「かみのやま見守りささえあいネット」の充実、上山市医師会等とも連携し医

療・介護従事者の「顔の見える関係づくり」の推進などの地域支援事業を実施してき

ました。 

要介護認定者数の伸びは、平成30年度までの上昇が令和元年度には減少し、見込み

より下回りました。介護給付費も、令和元年10月の消費税率10％への引上げや介護従

事者処遇改善による増額の影響はあったものの、全体としては見込みを下回る結果と

なりました。 

一般介護予防事業などの地域支援事業は、計画に基づいて実施してきました。百歳

体操に取り組む地区も順調に増え、「運動をする会」や「すこやか運動教室」等も参加

者が増えました。また、本市の重点施策である「上山型温泉クアオルト事業」について

も、里山や温泉等の地域資源を活用した「毎日ウォーキング」や「水中ストレッチ教

室」にも継続して取り組むとともに、令和２年度には「かみのやま健康ポイント事業」

を新たな事業として立ち上げ、楽しく健康づくりに取り組む環境づくりを実施してき

ました。今後も、より多くの方が身近なところで介護予防や健康づくりに取り組むこ

とができるよう人材育成や環境整備など、内容の充実に取り組んでいくことが求めら

れます。 

また、上山市地域包括支援センターの運営については、上山市社会福祉協議会に委

託し、行政との連携による各種相談等の迅速な対応が図られ、高齢者福祉サービスの

向上に成果を上げています。さらに、在宅での生活を支援するため、中学校学区を単

位に地域包括支援ネットワーク会議を設置し、関係機関の連携のもと情報の共有や認

知症への対応など、課題解決に向けたネットワークづくりも推進してきました。 

令和２年に入り、新型コロナウイルス感染症の感染予防が、各種事業を実施するう

えでも、介護サービスを提供するうえでも、不可欠なものとなりました。これまで徹

底して取り組んできた対策を継続しながら、第８期介護保険事業計画においても、介

護予防・日常生活支援総合事業の効果的な実施や介護保険サービスの向上、介護給付

費等適正化事業等に積極的に取り組むなど、本市の介護保険事業の円滑な運営等につ

いて、より一層の推進を図っていく必要があります。 

  



39 

 

本市は、高齢者人口の増加とともに要介護認定者も増加してきました。今後は総人

口の減少と高齢化がさらに進行することに加え、要介護認定者の増加とそれを支える

介護の担い手が減少していくことが予想される中、丸ごと地域で支える仕組みや住民

みんなで課題を解決できるような地域づくりが求められています。 

また、一人暮らしの高齢者や高齢者夫婦世帯、さらには認知症の方も増加すること

が予想され、その方たちが地域で安心して生活できるよう、「医療」「介護」「予防」「生

活支援」「住まい」が一体的に提供される地域包括ケアシステムの深化や認知症施策の

充実が求められています。 

加えて、今後は人生 100 年時代に対応し、年を重ねてもその有する能力を地域社会

で発揮し、可能なかぎり自立し、医療、介護等の支援が必要な状態になっても、住み慣

れた地域で安心して生活していくことができる環境づくりを進める必要があります。 

そのため、介護予防・日常生活支援総合事業を推進し、介護予防に努めるとともに、

地域の住民や元気な高齢者が地域の担い手として社会参加することで、互いに助け合

い、生きがいをもって暮らすことができる地域共生社会を目指して、第７期計画の基

本理念「みんなが互いに支え合い安心していきいきと暮らせるまちづくり」を踏襲し、

その実現に向けて、団塊の世代が75歳以上となる2025年（令和７年）、さらには現役

世代が急減する 2040 年（令和 22 年）を念頭に、第７期計画から引き続き重点課題と

して地域包括ケアシステムの深化・推進と地域共生社会の実現等を位置付け、総合的

に施策を推進します。 

 

2025年（令和７年）及び2040年（令和22年）に向けて、第８期介護保険事業計画

では、計画的な施設整備、サービス提供のあり方や地域支援事業の充実など、以下の

重点課題について取組みを推進していきます。 

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進 

高齢者が要介護状態になっても、可能なかぎり住み慣れた地域において継続して生

活できるよう、「医療」「介護」「予防」「生活支援」「住まい」の５つのサービスが一体

的に提供される「地域包括ケアシステム」の深化・推進を図り、新型コロナウイルス感

染症の予防対策等を講じたうえで高齢者の「自立支援、介護予防・重度化防止」の取組

みを充実します。そのために、地域住民、医療機関、介護保険サービス提供事業者、地

域包括支援センター、関係機関、行政で構成する中学校学区を単位とした地域包括支

援ネットワーク会議や生活支援コーディネーターの活動を通じて、地域における課題

を抽出し、その解決策について協議を進めながら、要介護者等の高齢者への見守りや

支援体制を構築します。 
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（２）「我が事・丸ごと」の地域共生社会の実現 

介護保険制度を必要とする高齢者だけでなく、障がい者や子ども・子育て家庭、生

活困窮者等に対して、それぞれ分野ごとの「縦割り」や「支え手」・「受け手」という関

係を越えて、地域住民や多様な主体が「我が事」として参画し、人と人・人と資源が世

代や分野を越えて「丸ごと」繋がることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域

をともに創っていく社会を「地域共生社会」として定義し、その実現に社会全体で取

り組むことが求められています。そのため、複合的な課題に対して、関係部署、地域包

括支援センター、市内サービス事業所等が連携し、情報共有や協議を行い、支援に繋

げる取組みを通して、包括的な支援体制の構築に努めていきます。 

（３）介護保険サービスの拡充 

高齢化の進展により、療養等を経て退院する方で在宅復帰が難しい方や在宅での介

護が困難になる方の増加が見込まれる中、病床の機能分化により病床数も減少してい

くことが示されており、「山形県地域医療構想」に掲げる在宅医療の整備目標との整合

性を図っていくことが必要となっています。そのため、団塊の世代が全員７５歳以上

となる令和７年度（第９期介護保険事業計画期間）までに医療分としてサービス量確

保が必要とされるもののうち、第８期中に計画している施設整備を着実に進めるとと

もに、在宅での生活を支援するための訪問看護等のサービスによる受け皿の確保に努

めていきます。 

（４）介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

平成28年４月に予防給付のうち訪問介護と通所介護が地域支援事業に移行し、介護

予防・日常生活支援総合事業を実施してから、５年が経過しました。 

地区でのサロン活動や百歳体操を実施する地区も増えていますが、高齢者の心身の

状況や置かれている環境に応じて、保健師や管理栄養士・歯科衛生士等が適時サポー

トしながら、新型コロナウイルス感染症の予防対策を講じたうえで、介護予防教室や

転倒予防教室などの各種健康教室を始め、介護予防に関する知識の普及や家族介護教

室などによる家族介護者の支援、さらには温泉デイサービス、高齢者ふれあい事業な

どの地域で自立した生活を送るための支援事業等を継続して実施していきます。 

また、本市の重点施策である「上山型温泉クアオルト事業」は、自然環境、特に森林

などの地形を利用した気候性地形療法を中心とした取組みを推進しており、その効果

も実証されています。高齢者の健康づくりのため、「毎日ウォーキング」や「水中スト

レッチ教室」を継続して実施するとともに、令和２年度から始まった「健康ポイント

事業」による楽しく健康づくりに取り組む環境づくりを推進し、市民自らが豊かな自

然と温泉を利用して「運動・栄養・休養」の３要素を取り入れた健康づくりを行えるよ

うに、内容の充実に取り組んでいきます。 

そのうえで、高齢者に対する保険事業と介護予防事業について、保健師等の医療専

門職が中心となって、地域における健康課題の分析結果をもとに、切れ目のない一体

的な事業実施に向けて取り組んでいきます。 
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（５）認知症施策の推進 

要介護認定者の 60％以上の方が日常生活に支障をきたす認知症の症状を有し、予防

事業や支援策の整備が重要となっています。 

そのため、認知症に関する講話や予防効果のある体操等を行う認知症予防教室（元

気塾）や、地域や職場・学校等で認知症への理解を図るための認知症サポーター養成

講座を継続して開催するとともに、認知症初期集中支援チームの設置及び認知症地域

支援推進員を継続して配置し体制整備を図っていきます。 

また、認知症を有する方や家族への支援を進めるため、行政や地域包括支援センタ

ー・警察・地区等の機関等で構成している「高齢者等見守りネットワーク（かみのやま

見守りささえあいネット）」の協力事業所の拡充や「高齢者等安心おかえりネットワー

ク事前登録事業」のさらなる普及を図っていきます。 

さらに、認知症になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる「共生」社会を実現

するため、認知症地域支援推進員と連携し、市内の介護事業所が中心となり実施して

いる認知症カフェ（かみのやまカフェ）の強化を図るとともに、地域の中で認知症の

方に寄り添い支援する「オレンジサポーター」の養成と「チームオレンジ」の仕組みづ

くりを進めていきます。 

（６）在宅医療・介護連携推進事業 

在宅での生活を支援するため、平成29年度に健康推進課内に「上山市在宅医療・介

護連携拠点」が設置されており、継続して医療機関や介護事業所等からの相談や情報

提供を行うとともに、「上山市在宅医療介護連携推進会議」を定期的に開催し、関係機

関同士での情報共有を図ります。また、上山市医師会等とも連携し、市内の医療・介護

従事者の「顔の見える関係づくり」と専門知識の修得のための研修会の実施、市民に

対する啓発を図るためのパンフレットの配布、村山管内の他市町や医療機関等との連

携を深める取組みを進めていきます。 

（７）生活支援体制整備事業 

地域での生活を支援する体制を整備するために、地域の現状把握と生活支援のニー

ズと担い手とのマッチングを行う「生活支援コーディネーター」を圏域ごとに配置す

るとともに、担い手を養成する「介護予防・生活支援サポーター養成講座」の内容を充

実し、上山市社会福祉協議会とも連携し、生活支援のニーズと担い手をマッチングす

る仕組みづくりに取り組んでいきます。 

（８）介護給付費等適正化事業の推進 

介護保険サービスの適正化と質の向上を図るため、本市でも国及び県で定める適正

化計画に基づき介護給付適正化の目標を定め、介護給付費等適正化の主要５事業を実

施するとともに、「介護サービス調整連絡協議会」や各種研修会等を通じて、適正化の

取組みを推進していきます。 
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（９）地域の総合相談及び権利擁護の充実 

日常生活での虐待や高齢者を狙った詐欺行為などの社会現象から高齢者を守るため、

行政と地域包括支援センターを中心に、民生委員などからの情報収集により、早期発

見、早期解決を目指して、さまざまな機関との連携も図りながら、各種相談や成年後

見制度に関する事業などを充実していきます。 

（10）介護離職者ゼロと介護従事者の人材確保 

家族の介護や看護のための離職や転職を無くすために、令和７年度までに39人分の

介護のサービス量を確保していきます。また、今後予想される介護サービスの需要量

に対して介護従事者数が不足することがないように、介護サービスを必要とする方々

に継続してサービスが提供されるような環境づくりを、保険者・社会福祉協議会・介

護事業所・地域が一丸となって地域全体で取り組んでいくことが重要であります。そ

のため、これまで実施してきた「介護予防・生活支援サポーター養成講座」の内容を充

実し、高齢者層等が介護助手等として介護現場での社会参加や就労的活動にも繋がる

ように、社会福祉協議会や市内介護事業所とも連携し、施設等の介護現場のニーズと

担い手をマッチングする仕組みづくりに取り組んでいきます。 

（11）高齢者虐待防止対策 

高齢者に対する虐待が家庭や介護施設などで表面化し、社会的な問題となっていま

す。高齢者が安心して生活できるように、民生委員や近隣住民・医療機関や介護サー

ビス事業所などからの通報をもとに、行政が中心となって虐待の早期発見や把握に努

めるとともに、情報交換会や臨時のケース検討会等を開催し、関係者間で情報共有や

協議を行うなど連携し、高齢者を守るための虐待防止対策を推進していきます。 
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第４章  高齢者の将来推計 

 

計画期間の65歳以上の人口は、令和３年の11,455人から令和５年の11,349人に減

少すると見込まれます。 

今後は、65～74歳の前期高齢者が令和６年以降5,000人を下回り、75歳以上の後期

高齢者が増加する見込みで、令和３年は 75～84 歳は 3,525 人、85 歳以上は 2,406 人

となっていますが、令和５年には、65～74歳で 5,194人、75～84歳で 3,736人、85歳

以上で2,419人となる見込みです。 

高齢者の人口推計 
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要支援・要介護認定者数は、令和３年度の 2,440 人から令和５年度の 2,484 人に微

増になると推計しています。 

今後は、令和７年度に2,500人を上回りますが、人口の減少により令和22年度では

2,500人を下回る見込みです。一方、認定率は年々増加し、令和22年度は27.2％とな

る見込みです。 

要支援・要介護認定者の推計 
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第５章  高齢者保健福祉の推進 

 

厚生労働省によると、全国で認知症の人の数は令和７年には 700 万人前後、高齢者

の５人に１人の割合になると予測されています。 

本市においては、令和２年４月１日現在で認知症を有する要介護認定者（認知症高

齢者自立度Ⅱ以上）は1,505人おり、65歳以上高齢者の約13.1％を占めています。 

令和元年６月に取りまとめられた国の「認知症施策推進大綱」を踏まえ、認知症に

なっても住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられる「共生」を目指し、「認知症バ

リアフリー」の取組みを進めるとともに、「共生」の基盤のもと、通いの場の拡大など

「予防」の取組みを、車の両輪として施策を推進していきます。 

（１）普及啓発事業 

①認知症予防事業（元気塾） 

当該年度中に75歳になる方を対象に、認知症についての正しい知識や社会的、運動

面、口腔面、栄養面でのフレイル予防を学ぶ教室を開催し、健康で自立した生活を送

ることができる期間の延伸に努めていきます。 

第８期計画期間の目標 
 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

元気塾 200 人 200 人 200 人 

 

②認知症ケアパス 

認知症の人やその家族が、認知症と疑われる症状が発生した場合に、いつ、どこで、

どのような医療や介護サービスを受ければ良いか理解できるよう、標準的な対応・流

れを示した認知症ケアパス（『認知症かな？と思ったら 上山市認知症ケアパス』）を

作成し、市内医療機関等に配布しました。内容を定期的に見直すとともに、認知症簡

易チェックの活用など、普及啓発に取り組んでいきます。 

（２）認知症高齢者支援事業の充実（包括的支援事業・社会保障充実分） 

①認知症サポーター養成講座 

地域において認知症の方に対して声掛けや見守りが行われるよう認知症への理解を

図るため、認知症サポーター養成講座を地域や職場・学校等で開催し、サポーターの

養成に努めていきます。あわせて、サポーターを養成するキャラバンメイトの確保に

も取り組んでいきます。 
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②認知症等高齢者見守り事業 

地域における認知症高齢者等の見守り体制を構築するため、認知症に関する広報活

動を実施するとともに、各地区の民生委員等の情報により対象者を把握し、市内事業

所に委託して、安否確認等のために訪問活動を実施します。 

第８期計画期間の目標 
 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

認知症高齢者等見守り事業 35 人 40 人 40 人 

認知症サポーター養成講座 200 人 200 人 200 人 

キャラバンメイト養成 1 人 1 人 1 人 

 

③高齢者等見守りネットワーク 

高齢者と関わりの深い機関等で組織されている「地域包括支援ネットワーク会議」

を活用して、地域における見守り体制づくりと情報共有に取り組んでいきます。 

また、上山市商工会とも連携し、高齢者と関わりの深い商店や金融機関、電気・ガス

などの会社、配達業者、医療機関、薬局、介護事業所等からご協力をいただき、高齢者

の異変に早期に対応できる見守りのネットワーク（かみのやま見守りささえあいネッ

ト）を拡充します。 

④高齢者等安心おかえりネットワーク事前登録事業 

認知症等により徘徊または徘徊する恐れのある高齢者やその家族等を支援するため、

徘徊高齢者等に関する情報を事前に登録することにより、行方不明になった場合でも、

警察署に速やかに情報を提供して、早期に発見・保護する事業であり、一人暮らし世

帯等も増えている状況を踏まえ、安心して地域で生活を続けることができるよう事業

の充実を図ります。 

⑤徘徊高齢者声掛け訓練 

徘徊高齢者の早期発見につなげるべく、関係機関と協働で公民館の事業や地区サロ

ン等の機会に徘徊高齢者声掛け訓練を実施します。訓練を通して地域における交流と

見守りの輪が広がるよう取り組んでいきます。 

⑥オレンジサポーター・チームオレンジ（新規） 

認知症は患者本人だけでなくその家族にも関わる大きな問題です。誰にも相談でき

ないまま地域から孤立してしまうと、必要なサービスに関する情報を得ることができ

ず介護者に大きな負担がのしかかり、結果的に生活の破綻や家庭崩壊を招くこともあ

ります。そのような状況を回避するため、認知症地域支援推進員が中心となって、地

域の中で認知症の方に寄り添い支援する実践者を「オレンジサポーター」として養成

し、市内の介護事業所が実施している認知症カフェ（かみのやまカフェ）等で活動す

る「チームオレンジ」の仕組みづくりを進めていきます。 

また、地域包括支援センターや介護事業所等とも協力しながら、家族や本人が安心

して気軽にサービスの利用などについて相談できる体制の構築にも努めていきます。 
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（３）認知症総合支援事業の充実 

①認知症総合支援検討委員会 

認知症の人ができるかぎり住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、地域

の実情に応じて医療機関、介護サービス事業所や地域の支援機関をつなぐ連携支援や、

認知症の人やその家族を支援する相談支援等が必要となります。 

そのため、医療・保健・福祉に携わる関係者等で構成する上山市認知症総合支援検

討委員会を開催し、認知症初期集中支援チームによる個別の支援内容の評価・検討を

はじめ、関係機関との連携、上山市における認知症支援事業の方針等について、さま

ざまな分野からの意見を踏まえた取組みを進めていきます。 

また、若年性認知症は、経済的な問題や家族との関係性など高齢者とは異なる問題

を抱えることがあるため、国や県の動向を注視しながら、関係機関との連携による対

応を検討していきます。 

②認知症初期集中支援チーム 

認知症の知識とケア経験を持つ専門職が、家族や地域からの相談により地域に出向

き、適切な医療・介護ケアを受けられるよう最長半年間にわたり支援を行う上山市認

知症初期集中支援チームの活動を継続して推進します。早期に認知症の診断が行われ、

速やかに適切な医療・介護等が受けられる初期対応の体制が構築されており、初期集

中チームと地域支援推進員の活動が相互に補完し合いながら、適切な支援につながる

ように取り組んでいきます。 

③認知症地域支援推進員 

医療・介護及び生活支援を行うサービス提供者が連携したネットワークづくりを進

め、認知症の人への効果的な支援体制を構築するため、認知症地域支援推進員を配置

し、認知症ケアの向上を図るための取組みを推進します。また、認知症になっても住

み慣れた地域で安心して生活を続けることができるように、当事者に寄り添うととも

に、地域に出向き、チームオレンジの中心として、オレンジサポーター等の協力のも

と、認知症の方にやさしい地域づくりに取り組んでいきます。 

 

 

平成 15 年に施行された健康増進法により、平成 15 年３月に「湯ったり健康かみの

やま 21 行動計画」、平成 26 年３月に「湯ったり健康かみのやま 21 第二次行動計画」

を策定し、みんなで支え合い一人ひとりが健康で幸せを感じるまちづくりを推進して

きました。 

平成30年度には第二次行動計画の中間見直しを行い、65歳以上の高齢期の目標、市

民の行動目標及び高齢期の事業の展開を次のように定め、各種健康支援施策を実施し

ています。 
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「湯ったり健康かみのやま21第二次行動計画」の概要 
 

高齢期の健康づくりの推進 

目標 一次予防：疾病予防と生活機能の維持増進、社会や家庭の中での生きがいづくり 

二次予防：病気や生活機能の低下の早期発見と早期対応 

三次予防：病気の重症化予防や介護状態の悪化予防 

市民の行動

目標 

・趣味や地域の活動を通して地域とのつながりを大切にしよう。 

・毎日自分にあった運動を続けましょう。 

・１日３回、食事をしっかり取りましょう。（栄養不足に気を付けましょう） 

・口腔を清潔に保ちましょう。 

・かかりつけの医師、歯科医師、薬剤師を持ちましょう。 

 

（１） 一次予防：健康づくり・生きがいづくり 

①疾病予防と生活機能の維持増進 

第８期計画期間の目標 
 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

運動をする会 1,500 人 1,500 人 1,500 人 

しゃきっと健康教室 690 人 690 人 690 人 

口腔ケア教室 240 人 240 人 240 人 

元気塾 200 人 200 人 200 人 

 

②社会や家庭の中での生きがいづくり 

住民主体の通いの場を拡充し、地域で百歳体操・かみかみ百歳体操の体験会を実施

します。住民主体の通いの場の立ち上げに向けた効果的な支援に努めます。 

第８期計画期間の目標 
 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

百歳体操 40 団体 40 団体 40 団体 

かみかみ百歳体操 21 団体 24 団体 27 団体 
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（２）二次予防：早期発見・早期対応 

①病気や生活機能の低下の早期発見と早期対応 

継続して健康診査の受診勧奨を行います。 

第８期計画期間の目標 
 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

国保特定健康診査受診率 

（65 歳以上） 
56％ 58％ 60％ 

 

生活の質低下につながる疾病予防・重症化予防に向けた支援を充実します。 

第８期計画期間の目標 
 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

糖尿病予防教室 4 回 4 回 4 回 

高血圧予防教室 10 回 10 回 10 回 

 

（３）三次予防：改善、重症化防止 

①病気や生活機能の低下の早期発見と早期対応 

自立支援型地域ケア会議を開催し、専門職の助言を得て高齢者の個別課題の解決を

図ります。 

 

 

高齢者に対する虐待が家庭や介護施設などで表面化し社会的な問題となっているこ

とから、高齢者が安心して生活できるように「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に

対する支援等に関する法律」や山形県高齢者虐待防止県民会議で確認された「高齢者

虐待防止宣言」に基づき、民生委員、近隣住民、医療機関や介護サービス事業所などか

らの通報による虐待の早期発見、把握に努めるとともに、高齢者を守るため、関係機

関と連携し、「上山市高齢者虐待防止連絡協議会」等を活用し、虐待防止対策を推進し

ていきます。 
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介護保険対象外の在宅福祉サービスを引き続き実施していきます。 

（１）寝具洗濯サービス事業 

在宅の要介護認定者が清潔で快適な生活を過ごせるよう支援するために、掛けふと

ん、敷きふとん、毛布の洗濯、乾燥、消毒のクリーニングサービスを年１回実施する事

業です。 

（２）移送サービス事業 

歩行困難な高齢者等が、自宅から病院等への通院、入退院時に民間事業者の特殊車

両を使用した際に、その経費の８割を年間12回まで助成する事業です。 

（３）緊急通報システム事業 

一人暮らしの高齢者等が、自宅で急病や事故にあった場合の不安をやわらげるとと

もに、最悪の事態を未然に防止するため、対象者宅に電話回線を利用した通報装置を

設置し、民間警備会社の受信センター（24時間体制）と対象者の近隣の「協力員」が

連携し安否を確認する事業です。 

（４）自動消火器給付事業 

火の取扱いに不安のある一人暮らしの高齢者等の安全及び財産保全を図るため、台

所に自動消火器を設置する事業です。 

（５）高齢者世帯除雪支援事業 

一人暮らし又は高齢者世帯で、親族等から支援を受けられない方の冬期間の安全確

保と負担軽減のため、除雪等の費用の一部を原則年１回助成する事業です。なお、豪

雪対策本部が設置された場合は、回数を変更します。 

（６）訪問理美容サービス事業 

ねたきりや歩行困難な高齢者で要介護２以上の認定を受けている方に、理容師又は

美容師が訪問して散髪等を行う際の出張料を年４回助成する事業です。 

（７）老人福祉電話貸与事業 

日常生活の不安をなくすため、低所得の一人暮らしの高齢者等に老人福祉電話を貸

与する事業です。料金は、工事費を市が負担しますが、その他の通話料や使用料等は

自己負担です。 

（８）常設高齢者サロン事業 

高齢者の方がいつでも立ち寄り、交流できる市営の常設高齢者サロン「まじゃれ」

を開設する事業です。地域のサロン活動とともに高齢者の生きがいづくりの拠点とし

ての役割を担っています。 
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高齢者の健康と日常生活を維持するため、地域における支え合いがより一層重要に

なっており、各団体の活動の充実とお互いに連携した活動が求められています。 

そのため、行政と各関係機関とのネットワークを強化し、高齢者に対する支援体制

を構築していきます。 

（１）民生委員・児童委員 

民生委員・児童委員は、南部・北部・宮川の各地区民生児童委員協議会を組織し、担

当地区の住民に相談・援助・情報提供を行う地域の奉仕者として日々活動しています。 

一人暮らしの高齢者又は高齢夫婦世帯等が増加していく中で、日頃から住民の生活

実態の把握に努めており、支援が必要な高齢者等については、地域包括支援センター

や行政と連携を強化して、迅速な支援を図っていきます。 

（２）老人クラブ 

上山市老人クラブ連合会は、高齢者の生きがいと健康づくりや社会貢献を図るため、

各種活動を展開しています。 

高齢者が地域で助け合いながら元気に日常生活を営んでいくために、老人クラブ活

動を充実させるとともに、行政や地域包括支援センター等で開催されるさまざまな事

業等への会員の積極的な参加を図っていきます。 

（３）シルバー人材センター 

上山市シルバー人材センターは、定年退職者などの高齢者に臨時的かつ短期的又は

その他の軽易な仕事を提供し社会に貢献するとともに、会員の健康づくりと生きがい

づくりの場として事業を展開しています。そのため、高齢者の安心と安全を向上させ

るために、住まいの簡単な修繕や除雪作業等で積極的にシルバー人材センターを活用

するなど、協力体制を構築していきます。 

（４）社会福祉協議会 

上山市社会福祉協議会は、地域の福祉活動の中心団体として、行政機関、社会福祉

施設、市内地区会長及びボランティア団体等と連携を図りながら、介護保険サービス

事業等の在宅福祉サービスの提供を始め、「サロンづくり」等の地域福祉ネットワーク

づくりや地域福祉の向上に向けたさまざまな事業を展開しています。 

また、「ふれあい青空教室」等の健康・生きがいづくりと「福祉サービス利用援助事

業」等の生活福祉サービスについては、一人暮らしの高齢者や高齢者夫婦世帯が増加

し、認知症等により日常生活に不安がある高齢者が増加していく中で、今後ますます

重要な事業となってきます。 

そのため、高齢者の日常生活支援や健康づくりを目的に、「生活支援コーディネータ

ー」や「介護予防・生活支援サポーター養成講座」等の行政が委託している各種事業の

より一層の充実を図ります。また、支援が必要な高齢者に対しては、関係機関と情報

を共有しながら迅速に対応するための連携を図ります。 
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これまでの社会保障制度では、高齢者、障がい者、子供などの対象者ごとに支援策

を講じる縦割り的な対応がとられてきました。高齢化や人口減少が進み、地域、家庭、

職場での支え合いの基盤の弱体化が不安視されており、地域社会が持つ役割はこれま

で以上に重要なものとなっています。 

地域包括ケアシステムを実現するためには、従来の対応を改め、分野ごとの縦割り

や「支え手」・「受け手」という関係を超えて、みんなで支え合う地域を創っていく必要

があります。 

そのため、支援が必要な方を安定して支えていくために、関係機関とより密接に連

携し、公的支援にかぎらない住民主体の支え合いの輪を広げ、地域で安心して生活で

きる基盤づくりに取り組んでいきます。 
 

 

近年地球温暖化の影響等による自然災害が増えています。市内の入所施設が豪雨の

際に他地区の施設に避難するなど、身近なところでも影響が出ています。そのため、

災害に対する備えとして、各介護サービス事業所が職員や利用者も含めて日頃から確

認、訓練するとともに、他事業所との協力関係を構築するなど、行政を始めとするさ

まざまな機関が連携して取り組んでいきます。 

また、新型コロナウイルス感染症が国内外で拡がっていますが、介護サービスの利

用者は重症化リスクの高い方々であり、エッセンシャルワーカーとして介護サービス

を提供している方々は「感染しない・感染させない」緊張感を常に持って、日々の業務

等に当たっています。感染症に対する備えは、一つの介護事業所だけで取組みが完結

するものではありません。感染予防や感染拡大防止に向けた対策として、国や県から

出される情報の周知から衛生物品の確保、感染者が発生した際の事業所内での対応や

他事業所との連携など、さまざまな取組みが必要となります。 

そのため、事業所内で感染者が出た場合には、医療機関を始めとするさまざまな関

係機関と連携するとともに、山形県が立ち上げた「山形県福祉事業所介護職員等相互

派遣ネットワーク事業」を活用するなど、介護サービスを必要とする方々にサービス

が継続して提供されるよう、各介護サービス事業所と連携した取組みを進めていきま

す。 
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上山型温泉クアオルト事業は、平成20年度から全国に先駆けて取り組んでおり、豊

かな自然や温泉、食などの地域資源を活用しながら、市民の健康増進と交流人口の拡

大による地域活性化を目指しています。平成25年度には「上山型温泉クアオルト構想」

（令和３年３月改訂）を策定し、「健康」・「観光」・「環境」の３つを柱に、官民一体と

なった「心と体がうるおうまち」の実現に向け、各種事業を展開しています。 

「健康」分野においては、高齢者をはじめとする市民の健康づくりのため、本市の

里山や温泉等を活用し、地域医療と連携しながら健康長寿の実現を目指しています。

具体的には、自然環境を活かしながら、医科学的根拠に基づく健康ウォーキングを中

心に「いつでも・誰でも・一人でも」楽しく健康づくりに取り組める環境を整備し、市

民のウォーキングの習慣化を進めていきます。 

また、新たにＩＣＴを活用した「かみのやま健康ポイント事業」を実施し、介護予防

事業にインセンティブを付与し、楽しみながら主体的に健康づくりができる仕組みを

構築し、予防に重点を置いた総合的な健康づくりを推進していきます。 

さらに、温泉を活用した水中ストレッチ教室を継続し、個人の体力レベルに応じた

健康づくりが選択できる環境を整備し、介護予防や健康増進を図っていきます。 

今後も市の魅力である地域資源を活用し楽しみながら継続できる健康づくり施策を

推進し、市全体で健康づくりの機運を高めていきます。 
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第６章  成年後見制度の利用促進 

 

上山市では、高齢化率が38％を超え、高齢者夫婦世帯も1,460 組となっています。

今後、高齢者人口の増加に伴い、認知症高齢者のほか、身寄りのない高齢者や虐待を

受ける高齢者も増加することが予想され、成年後見制度への需要が増大すると見込ま

れます。 

そのため、上山市では成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成28年法律第29

号）に基づき、成年後見制度の利用促進に関する施策の総合的、計画的な推進を実施

します。 

 

成年後見制度に関する相談は、権利擁護意識の高まりとともに増加しており、親族

による申立てが見込めない方が認知症や精神疾患等の理由により判断能力が不十分と

なった際に行う、市長申立てを実施しています。 

市長申立ての実績 

 

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

認知症高齢者等 4 人 2 人 － 

知的障がい者（65 歳未満） 1 人 － － 

精神障がい者（65 歳未満） － － － 

 

 

（１）基本方針 

認知症、知的障がい、精神障がい等により判断能力が十分ではない者が成年後見制

度を円滑に利用できるよう支援を行い、これらの方の権利を尊重して擁護することに

より、地域で安心して暮らし続けることができる社会の実現を目指します。 

本市では国が示す基本理念に基づき、地域の実情に応じた成年後見制度利用の促進

を図り、専門職団体との連携を実施していきます。 

 

基本理念 ・個人としての尊厳を重んじ、その尊厳にふさわしい生活の保障 

・自己の意思決定支援の重視と自発的意思の尊重 

・財産管理のみならず、適切な身上の監護 
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（２）今後の目標 

基本方針に基づき、成年後見制度の利用促進を図るため、次の内容を基本目標とし

推進します。 

①利用者に沿った制度の運用 

財産管理のみならず、意思決定支援・身上監護も重視した適切な後見人等の候補者

選任や、利用者の意思決定支援を念頭に置いた後見人等とのケア検討会を実施します。 

②地域連携ネットワークの構築 

必要な方が成年後見制度を利用できるよう、地域連携ネットワークを構築し関係団

体と連携を図ります。また、権利擁護が必要な方への支援（日常生活自立支援事業の

対象にならないものの、判断能力に不安があり金銭管理が必要な方や身元保証人が存

在していないために生活等に困難を抱えている方への支援等）について検討します。 

中核機関のあり方については、今後の設置に向け、関係機関と協議・検討のうえ進

めていきます。 

③不正防止の徹底と利用しやすさとの調和 

親族後見人等の知識不足などから生じる不正行為を未然に防ぐために、後見人等か

らの日常的な相談対応や、地域連携ネットワークでの見守り体制の整備など、親族後

見人等への支援策を検討していきます。 
 

 

（１）成年後見制度に関する相談および手続き支援 

上山市地域包括支援センターなど、利用者の状況に合わせて各関係機関と連携し、

相談対応や申立て手続きの支援を実施します。 

（２）成年後見制度に関する広報および啓発 

地域連携ネットワークにおいて、成年後見制度が本人の生活を守り権利を擁護する

重要な手段であることの認識を共有し、自ら声を挙げることの出来ない方を発見し支

援につなげることの重要性や、制度の活用が有効なケースなどを具体的に周知啓発し

ていきます。 

（３）成年後見制度に関係する機関等との連携および調整 

専門職団体のほかに、家庭裁判所、医療機関、金融機関等との協力体制を構築し、日

常生活自立支援事業等関連制度からのスムーズな移行ができるよう連携を図ります。 

（４）成年後見制度利用支援事業 

成年後見制度を利用することが適切であると認められる方に対し、成年後見制度の

利用に要する費用の全部または一部を助成します。 
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支援の実績 

 

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

認知症高齢者等 2 人 3 人 3 人 

知的障がい者（65 歳未満） 1 人 － － 

精神障がい者（65 歳未満） 1 人 1 人 2 人 

第８期計画期間の見込み 

 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

認知症高齢者等 3 人 3 人 3 人 

知的障がい者（65 歳未満） 1 人 1 人 1 人 

精神障がい者（65 歳未満） 3 人 3 人 3 人 
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第７章  介護保険事業の円滑な運営 

 

介護保険事業計画については、各年度において達成状況を点検し、その結果に基づ

いて対策を実施していきます。 

高齢者の自立に向けた支援効果が現れているか、住み慣れた地域で生活することが

できているか、介護保険サービスが適切に提供されているか等の介護保険事業計画の

達成状況について、保険者機能の強化の観点からも適切な進捗管理と合わせて分析、

評価していきます。 

 

在宅介護実態調査や事業所ヒアリングからも施設整備を望む意見が多く寄せられて

おり、令和３年度以降は高齢者人口の減少が見込まれるものの、2040 年（令和22年）

を視野に入れた長期的視点も踏まえ、今後の需要に対応した施設整備が必要となりま

す。 

そのため、第８期介護保険事業計画期間における市内の施設等整備計画は、次のと

おりとします。 

（１）介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

介護老人福祉施設等は、現在４ヵ所定員 209 人が設置されています。在宅介護実態

調査でも施設入所を申請済み・検討中と回答する方が多く、在宅での待機者数も90人

近くいる状況にあることから、第８期で既存施設の移転による10床の増床を計画して

います。 

（２）老人保健施設 

介護老人保健施設は、現在２ヵ所定員 160 人が設置されており、給付実績から需要

は充足していると判断されることから、第８期での整備は見込みません。 

（３）小規模多機能型居宅介護 

小規模多機能型居宅介護は、３ヵ所定員83人が設置されています。利用者の希望や

家族の状況等により、通いを中心に訪問や泊まりを組み合わせて提供できる施設であ

るため、介護サービスの選択肢が広がるサービスであり、利用実績も伸びています。

第８期での整備は行いませんが、今後も需要が増えていくことが想定されることから、

利用者のニーズや事業所の実態把握を行いながら、必要な整備を検討していきます。 
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（４）認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

認知症対応型共同生活介護は、４ヵ所定員81人が設置されています。給付実績から

定数を満たす稼働率となっていないため、第８期での整備は見込みません。今後、認

知症の要介護認定者の増加等により整備の必要性が出てくることも想定されるため、

利用者のニーズの把握を行うなどの検討をしていきます。 

（５）特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム） 

特定施設入居者生活介護は、２ヵ所定員64人が設置されています。一人暮らし及び

高齢者夫婦世帯が増加していますが、費用負担の問題もあり、利用者数が特に伸びて

いる状況ではなく、施設の利用実績は定数を満たす稼働率となっていないことから、

第８期での整備は見込みませんが、多様な住まいの一つとして、入所状況等の把握に

努め、介護離職の軽減を図るサービスにも繋がることから、必要性について検討して

いきます。 

（６）その他のサービス等 

認知症対応型通所介護は、第７期中に地域密着型通所介護から１ヵ所を転換し、認

知症高齢者の増加に対応し、現在３ヵ所定員36名となっています。給付実績から需要

は充足していると判断されることから、第８期での整備は見込みません。 

また、山形県地域医療構想における追加的需要に対応することも含め、退院等によ

り病院から在宅に復帰する医療ニーズの高い方の受け皿として、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護や看護小規模多機能居宅介護のサービス利用も出てきました。現在は

市内に提供事業所がないものの、近隣市のサービス事業所を利用している状況にあり

ます。今後利用ニーズの把握を行い、第９期に向けて必要な整備を検討していきます。 

（７）令和７年に向けての検討 

団塊の世代全員が後期高齢者となる令和７年（第９期中）までに、介護離職者対策

及び山形県地域医療構想に掲げる在宅医療の整備目標との整合性を図っていくことが

必要であり、第８期中に特別養護老人ホームで10人分、訪問看護で２人分のサービス

量確保が求められることから、計画している施設整備を着実に進めていきます。また、

令和７年の介護離職ゼロに向けて、第９期で対応が必要となる新たな施設・サービス

を含めた検討を行っていきます。 

さらに、介護人材の確保に対応するため、専門人材の効果的な活用にも資する介護

助手を養成する講座の開催など、関係者と協議しながら、地域ぐるみでの取組みを進

めていきます。 
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介護保険サービス給付費、回数・人数等の推計については、前段の施設等整備計画

に基づく介護老人福祉施設の定員増、介護離職対策及び山形県地域医療構想の在宅医

療の整備目標を加味し、必要な介護サービスを見込んでいます。 

（１）介護保険サービス給付費の推計 

介護保険サービス給付費の見込み（介護給付） 

（単位：千円） 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅介護サービス 1,298,144 1,320,276 1,329,311 

 訪問介護 190,989 191,742 191,742 

 訪問入浴介護 16,781 17,429 17,429 

 訪問看護 53,074 53,905 54,886 

訪問リハビリテーション 0 0 0 

居宅療養管理指導 7,539 7,704 7,704 

 通所介護 275,768 277,587 279,940 

 通所リハビリテーション 186,765 188,976 190,692 

 短期入所生活介護 275,575 282,706 284,228 

 短期入所療養介護（老健） 28,998 31,889 33,203 

短期入所療養介護（病院等） 62,419 65,337 65,337 

特定施設入居者生活介護 123,779 126,477 126,477 

 福祉用具貸与 76,457 76,524 77,673 

地域密着型サービス 789,053 808,102 813,597 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 7,590 7,595 7,595 

 認知症対応型通所介護 87,634 90,368 92,225 

 小規模多機能型居宅介護 199,006 207,398 209,381 

 認知症対応型共同生活介護 240,612 243,839 243,839 

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 195,986 196,646 196,646 

地域密着型通所介護 42,236 42,259 43,914 

看護小規模多機能型居宅介護 15,989 19,997 19,997 

福祉用具購入 4,308 4,308 4,308 

住宅改修 6,927 6,927 6,927 

居宅介護支援 157,145 159,654 162,040 

介護保険施設サービス 1,244,550 1,286,395 1,283,149 

 介護老人福祉施設 790,809 832,402 829,156 

 介護老人保健施設 453,741 453,993 453,993 

介護給付費計…① 3,500,127 3,585,662 3,599,332 
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介護保険サービス給付費の見込み（予防給付等） 

（単位：千円） 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護予防サービス 81,068 81,184 81,675 

 介護予防訪問看護 21,863 21,876 21,876 

 介護予防訪問リハビリテーション 0 0 0 

介護予防通所リハビリテーション 33,513 33,532 33,532 

介護予防居宅療養管理指導 960 961 961 

介護予防短期入所生活介護 7,548 7,552 7,968 

介護予防短期入所療養介護（介護） 292 293 293 

介護予防短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 

介護予防特定施設入居者生活介護 5,502 5,505 5,505 

介護予防福祉用具貸与 11,390 11,465 11,540 

地域密着型介護予防サービス 15,031 16,025 16,025 

 介護予防認知症対応型通所介護 1,039 1,039 1,039 

介護予防小規模多機能型居宅介護 13,992 14,986 14,986 

介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 

介護予防福祉用具購入 1,519 1,519 1,519 

介護予防住宅改修 11,171 11,171 11,171 

介護予防支援 13,193 13,368 13,480 

介護予防給付費計…② 121,982 123,267 123,870 

高額介護サービス費等給付額…③ 81,131 82,291 83,221 

高額医療合算介護サービス費等給付額…④ 14,880 15,093 15,264 

特定入所者介護サービス費等給付額…⑤ 182,816 185,431 187,526 

審査支払手数料…⑥ 4,150 4,194 4,237 

標準給付費見込額 

（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥） 
3,905,086 3,995,938 4,013,450 
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（２）介護保険サービスの回数・人数等の見込み 

介護保険サービス量の見込み（介護給付） 
 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅介護サービス    

 
訪問介護 

回数 64,327 64,548 64,548 

 人数 2,736 2,748 2,748 

 
訪問入浴介護 

回数 1,363 1,416 1,416 

 人数 360 372 372 

 
訪問看護 

回数 13,791 14,012 14,244 

 人数 1,416 1,440 1,464 

 
訪問リハビリテーション 

回数 0 0 0 

 人数 0 0 0 

 居宅療養管理指導 人数 960 984 984 

 
通所介護 

回数 35,305 35,533 35,863 

 人数 3,480 3,504 3,540 

 
通所リハビリテーション 

回数 21,924 22,137 22,323 

 人数 2,724 2,748 2,772 

 
短期入所生活介護 

日数 35,002 35,823 36,012 

 人数 2,352 2,400 2,412 

 
短期入所療養介護（老健） 

日数 2,440 2,660 2,787 

 人数 204 216 228 

 
短期入所療養介護（病院等） 

日数 8,082 8,454 8,454 

 人数 384 396 396 

 特定施設入居者生活介護 人数 660 672 672 

 福祉用具貸与 人数 6,720 6,732 6,816 

地域密着型サービス     

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人数 36 36 36 

認知症対応型通所介護 
回数 7,810 8,052 8,196 

人数 768 792 804 

小規模多機能型居宅介護 人数 996 1,032 1,044 

 認知症対応型共同生活介護 人数 948 960 960 

 地域密着型介護老人福祉施設入所

者生活介護 
人数 636 636 636 

 
地域密着型通所介護 

回数 4,980 4,980 5,178 

 人数 600 600 624 

 看護小規模多機能型居宅介護 人数 48 60 60 

福祉用具購入 人数 144 144 144 

住宅改修 人数 84 84 84 

居宅介護支援 人数 10,788 10,944 11,100 

介護保険施設サービス     

 介護老人福祉施設 人数 2,916 3,060 3,048 

 介護老人保健施設 人数 1,620 1,620 1,620 



62 

介護保険サービス量の見込み（予防給付） 
 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護予防サービス    

 
介護予防訪問看護 

回数 5,664 5,664 5,664 

 人数 528 528 528 

 
介護予防訪問リハビリテーション 

回数 0 0 0 

 人数 0 0 0 

 介護予防居宅療養管理指導 人数 96 96 96 

 介護予防通所リハビリテーション 人数 996 996 996 

 
介護予防短期入所生活介護 

日数 1,260 1,260 1,344 

 人数 180 180 192 

 
介護予防短期入所療養介護 

日数 48 48 48 

 人数 12 12 12 

 介護予防特定施設入居者生活介護 人数 60 60 60 

 介護予防福祉用具貸与 人数 1,944 1,956 1,968 

地域密着型介護予防サービス     

 
介護予防認知症対応型通所介護 

回数 115 115 115 

 人数 12 12 12 

 介護予防小規模多機能型居宅介護 人数 180 192 192 

 介護予防認知症対応型共同生活介護 人数 0 0 0 

予防福祉用具購入 人数 60 60 60 

予防住宅改修 人数 108 108 108 

介護予防支援 人数 2,832 2,868 2,892 

 

 

  



63 

 

（１）地域支援事業の内容の充実 

地域支援事業については、「介護予防・日常生活支援総合事業」、「包括的支援事業」、

「任意事業」を実施し、介護予防や重度化防止、高齢者支援を推進していきます。 

また、その他社会保障充実分として、「在宅医療・介護連携推進事業」、「生活支援体

制整備事業」、「認知症総合支援事業」等を実施し、自立した日常生活を営むことがで

きるよう、地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組みを進めていきます。 

第８期計画期間の見込み 

（単位：千円） 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域支援事業全体 154,461 168,130 182,036 

 介護予防・日常生活支援総合事業 88,141 101,016 106,662 

一般介護予防事業 20,282 20,391 24,000 

包括的支援事業 27,374 28,195 29,040 

任意事業 6,694 6,800 6,800 

在宅医療・介護連携推進事業 517 150 150 

生活支援体制整備事業 4,519 4,519 8,200 

認知症総合対策事業 6,715 6,840 6,965 

自立支援型地域ケア会議 219 219 219 

 

（２）介護予防・日常生活支援総合事業 

①介護予防・生活支援サービス事業 

介護サービス事業所等による訪問型サービス、通所型サービス及び運動器機能、口

腔機能向上の短期集中型サービスの提供を通じて、重度化防止に取り組んでいきます。 

第８期計画期間の見込み 

 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

訪問介護相当サービス 23,239 千円 26,695 千円 27,716 千円 

利用者数 1,320 人 1,512 人 1,572 人 

訪問型サービス 472 千円 610 千円 747 千円 

利用者数 36 人 48 人 60 人 

通所介護相当サービス 45,257 千円 54,028 千円 57,799 千円 

利用者数 1,440 人 1,716 人 1,836 人 

通所型サービス 10,500 千円 10,750 千円 11,200 千円 

利用者数 744 人 780 人 816 人 
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②介護予防ケアマネジメント事業 

要支援１・２の方及び事業対象者に対して、総合事業の訪問型サービス、通所型サ

ービス及び短期集中型サービスの利用に係るケアマネジメントを作成し、自立・予防・

重度化防止を図っていきます。 

③一般介護予防事業 

市が実施している各種介護予防教室や上山型温泉クアオルト事業を通じて、生活機

能の維持向上や生きがいづくりに繋げるなど、介護予防を図ります。これまで実施し

てきたクアオルト健康ウォーキングを継続して実施するとともに、ウォーキングが困

難な方でもそれぞれの身体能力に応じた運動ができるよう、水の浮力を利用した体に

負担の少ない水中ストレッチ教室も合わせて実施します。 

また、市民が自らグループを作り実施している百歳体操も閉じこもり防止や運動機

会の拡大に繋がっており、新型コロナウイルス感染症の予防対策を講じながら継続し

て実施できるよう支援するとともに、短期集中型サービス終了後の受入れ先となる「す

こやか運動教室」を実施し、引き続き重度化防止にも取り組んでいきます。 

あわせて、健康づくりに主体的に取り組む方を増やし、健康寿命の延伸を実現する

ために実施している「かみのやま健康ポイント事業」は、介護予防にも繋がる取組み

であることから、参加機会の拡充に取り組んでいきます。 

さらには、高齢者に対する保険事業と介護予防事業については、これまで一般会計

の健康増進事業や国保・後期高齢者の保険事業、介護保険の一般介護予防事業とそれ

ぞれの部署で実施してきましたが、保健師等の医療専門職が中心となって、地域にお

ける健康課題の分析結果をもとに、切れ目のない一体的な事業を実施していくことが

求められることから、先進事例を参考にしながら、実施に向けて取り組んでいきます。 

第８期計画期間の目標 

 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

転倒予防教室 1,500 人 1,500 人 1,500 人 

高齢者ふれあい事業 350 人 350 人 350 人 

住民グループ支援事業 10,000 人 10,000 人 10,000 人 

温泉デイサービス事業 1,500 人 1,500 人 1,500 人 

水中ストレッチ教室 480 人 480 人 480 人 

生活支援サポーター養成講座 50 人 50 人 50 人 

すこやか運動教室 60 人 60 人 60 人 

運動をする会 1,500 人 1,500 人 1,500 人 

口腔ケア教室 240 人 240 人 240 人 

しゃきっと健康教室 690 人 690 人 690 人 

栄養指導事業 15 人 15 人 15 人 

通いの場（百歳体操） 40 団体 40 団体 40 団体 

通いの場（かみかみ百歳体操） 21 団体 24 団体 27 団体 

かみのやま健康ポイント事業（65 歳以上） 400 人 500 人 600 人 
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（３）包括的支援事業 

①総合相談支援事業、権利擁護事業 

高齢者の相談業務や権利擁護について、継続的な支援と迅速な対応を図るため、地

域包括支援センターを中心に、地域の関係者及び関係機関との連携を図り、高齢者か

らの相談支援を行っていきます。また、地域包括支援ネットワーク会議を活用し、地

域課題の解決を図るなど高齢者を支援していきます。 

②包括的・継続的マネジメント事業 

地域包括支援センターに介護支援専門員等に対する個別相談窓口を設置し、ケアプ

ラン作成及び困難事例への助言・指導等を行います。また、医療機関等の関係機関との

連携体制を構築し、包括的・継続的な支援体制づくりを進めていきます。 

（４）任意事業 

①介護給付費等適正化事業 

利用者に適切な介護サービスを提供するため、「上山市介護サービス調整連絡協議会」

等において必要な情報提供を行うとともに、介護給付費等適正化主要５事業を実施し、

介護給付費の適正化を図ります。 

②家族介護支援事業 

要介護認定者を介護する家族等が、適切な介護の知識と技術を習得するため、家族

介護教室を実施します。 

第８期計画期間の目標 
 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

家族介護教室 30人 30人 30人 

 

③その他事業 

福祉用具、住宅改修に関する相談、情報提供、助言を行います。また、住宅改修費の

支給申請に係る理由書を作成する経費を助成します。 

第８期計画期間の目標 

 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

住宅改修理由書作成業務 30人 30人 30人 
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栄養改善が必要な高齢者に対して、配食支援を実施して、高齢者の状況を定期的に

把握し、日常生活の維持、改善を図ります。 

第８期計画期間の目標 
 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

配食サービス事業 100人 100人 100人 

 

（５）包括的支援事業（社会保障充実分） 

①在宅医療・介護連携推進事業 

医療と介護の連携に関する現状把握や切れ目のない医療介護の提供体制の普及啓発

など、「上山市在宅医療介護連携推進会議」での協議を踏まえ、以下の事業に取り組ん

でいきます。 

市内の在宅医療の必要性などについて実態調査を行います。 

実態調査をもとに上山市在宅医療介護連携推進会議等で課題を共有します。 

連携拠点を中心に在宅医療・介護サービスの提供体制のあり方を検討します。 

村山管内の連携拠点の研修等に参加し、拠点の充実を図ります。 

普及啓発のためのパンフレットを作成します。 

村山総合支庁が中心となり作成した「村山地域入退院支援の手引き」の市内事業所

での活用の普及に努めるとともに、村山管内の他市町や医療機関等との情報共有の場

に参加し、連携を深めていきます。 

医師会、歯科医師会、薬剤師会、介護事業所と連携し、市内の医療・介護従事者の

「顔の見える関係づくり」、さらには専門知識の修得のための研修会を開催します。 

第８期計画期間の目標 
 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

現状調査 1 回 1 回 1 回 

研修会の開催 2 回 2 回 2 回 
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②生活支援体制整備事業 

地域での生活支援サービス体制を整備するために、介護サービス事業所、ボランテ

ィア団体、地域の代表等を含めた関係機関で構成する「上山市生活支援体制整備協議

会」において定期的な情報共有や連携強化を図るとともに、多様な主体によるさまざ

まなサービスの実現に向けて中心的な役割を担う「生活支援コーディネーター」を上

山市社会福祉協議会に委託し、日常生活圏域ごとにそれぞれ配置し、地域資源とのマ

ッチングを行う等の具体的な取組みを進めます。 

合わせて、担い手となる方を養成する「介護予防・生活支援サポーター養成講座」を

拡充し、生活支援コーディネーターが中心となり取り組む生活支援のニーズと担い手

をマッチングする仕組みとして「ボランティアポイント」の事業化を検討します。 

第８期計画期間の目標 
 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

生活支援サポーター実践者（ごみ

出し・通路除雪・移動支援等） 
10人 20人 30人 

施設等での介護助手活動者 10人 20人 30人 

 

③自立支援型地域ケア会議 

自立支援型地域ケア会議を実施し、サービス利用者の自立に向け、多職種協働でケ

アプランの点検、検討を行い、自立・重度化防止を図っていきます。 

第８期計画期間の目標 
 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

自立支援型ケア会議 12 回 12 回 12 回 

 

 

（１）運営推進会議への出席 

上山市指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスの指定等に関

する基準条例により、小規模多機能型居宅介護や認知症対応型共同生活介護・介護予

防認知症対応型共同生活介護の事業所では運営推進会議の設置が義務付けられ、おお

むね２ヵ月に１回以上開催することとなっています。また、認知症対応型通所介護、

介護予防認知症対応型通所介護、地域密着型通所介護の事業所は、おおむね６ヵ月に

１回以上開催する必要があります。 

そのため、市内の地域密着型（介護予防）サービス事業所の運営推進会議に地域住

民代表者や利用者家族と市職員等が出席し、情報交換や事業所の指導を行うとともに、

地域住民との交流を推進していきます。 
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（２）地域密着型サービス事業所の指定更新 

地域密着型サービス事業所の指定については、市が指定します。 

また、介護保険法第78条の12において準用する同法第70条の２の規定により、指

定を受けた事業所は、６年ごとに更新手続きが必要となっており、平成28年３月から

引き続き利用している事業所所在地以外の市町村の被保険者に限定する所在地以外の

市町村からのみなし指定についても、同様の手続きが必要となるため、「上山市介護保

険事業運営協議会」に諮り事務手続きを進めていきます。 

（３）地域密着型サービス事業所の指導、監査 

上山市介護保険サービス事業者等指導及び監査実施要綱、上山市介護保険サービス

事業者等指導及び監査事務取扱要領に基づき実地指導等を行うとともに、「上山市介護

サービス調整連絡協議会」を定期的に開催し、市内事業所に対する情報提供と集団指

導を実施します。 

 

 

（１）地域包括支援センターの設置 

地域包括支援センターは、高齢者の日常生活、介護、権利等の課題を総合的に支援

するため、平成18年４月から名称を「上山市地域包括支援センター」として、上山市

社会福祉協議会に委託して市役所内に１ヵ所設置しています。 

（２）職員体制 

職員体制は、センター長を始め、保健師又は経験のある看護師、社会福祉士、主任介

護支援専門員等をそれぞれ配置しています。業務量の増大等、必要に応じて職員を増

員します。 

（３）地域包括支援センターの運営 

地域包括支援センターの運営等は、地域包括支援センターの設置、業務内容及び職

員体制等については、「上山市介護保険事業運営協議会」において協議するとともに、

業務の円滑な推進を図るため、行政各機関や介護保険サービス事業所等との連携を強

化していきます。また、市が運営方針を示し、運営上の基本的な考え方や業務推進の

方針等を明確にし、業務の円滑で効率的な実施を進めていきます。さらに、地域包括

支援センターは、自ら実施した事業の評価を行い、課題等に対処することにより事業

の質の向上を図っていきます。 
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（４）主な業務 

①介護予防 

要支援１・２の認定者や事業対象者に、「運動器の機能向上」、「口腔機能の向上」の

ための短期集中型サービスに繋げ、状態の維持・向上に努めるとともに、地域に出向

き、介護予防の必要性の啓発に努めていきます。 

また、要支援者、事業対象者に対するアセスメントを行い、その状態や置かれてい

る環境等に応じて、本人が自立した生活を送ることができるよう介護予防ケアマネジ

メントを行い、利用者の自立に向けた支援を行っていきます。 

要介護認定者の約 25％を占める要支援１・２の認定者が、心身の悪化を防ぐために

介護予防サービスの適切な利用を行えるようケアプランを作成するとともに、ケアプ

ラン作成業務委託事業所との連携及び指導を行っていきます。 

②総合相談支援及び権利擁護 

高齢者の情報を的確に把握し、適切な対応を行うため、医療機関や各地区の民生委

員・児童委員等との連携を密にし、地域包括支援ネットワーク会議を通じた情報の収

集や見守り支援体制の充実に努めていきます。 

日常生活における困りごと、心配ごと、介護に関する相談や悩み以外にも、健康、福

祉、医療に関する相談窓口として、高齢者の相談に対応していきます。また、地域包括

支援センターを気軽に利用してもらうため、パンフレットや広報紙等を活用して、住

民への広報啓発に努めていきます。 

認知症等により、悪質な訪問販売等の消費者被害や、不動産・金銭等の財産の管理

ができない高齢者が増えています。そのため、成年後見制度などの利用が必要と判断

される場合には、申立て手続き等の支援を行っていきます。 

また、高齢者を守るため、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関

する法律」に基づき、虐待の早期発見、把握に努めるとともに、行政機関等と連携し虐

待への対応を実施していきます。 

③包括的・継続的ケアマネジメント支援 

介護支援専門員に対する相談窓口を設置し、個別相談に対応するとともに、ケアプ

ランの作成業務の助言や指導を行うなど対応していきます。 

介護支援専門員が抱える支援困難事例について、情報交換会の活用や外部の関係機

関とも連携を図りながら対応していきます。 
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介護支援専門員等の資質向上を図るため、研修会の開催や情報交換等を行うととも

に、介護支援専門員同士のネットワークづくりを支援していきます。 

④認知症地域支援活動 

認知症高齢者やその家族が抱える多様な問題を解決するために、医療機関等の関係

機関及び認知症初期集中支援チームと連携して、効果的な支援に取り組んでいきます。 

認知症への理解を深めるための活動や認知症高齢者やその家族に寄り添うオレンジ

サポーターの養成など、地域における認知症対応力の向上を支援していきます。 

行政を始め、さまざまな関係機関との相談・支援体制の構築に取り組んでいきます。 

 

 

（１）適正化の目的 

介護給付費の適正化は、介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給者が必

要なサービスを事業者が適切に提供するように促すことにより、適切なサービスの確

保と費用の効率化を通じて介護保険制度への信頼を高め、持続可能な制度の構築のた

め取り組むものです。 

本市においても、国の指針及び山形県介護保険事業支援計画（第８次）の適正化の

取組みとも調和を図っていきます。 

（２）今期の取組み 

介護給付費適正化の主要５事業の着実な実施のため、取組み内容と目標を設定し実

施していきます。また、「上山市介護サービス調整連絡協議会」の場を活用し、適正な

サービス提供を行うための情報提供及び指導等を行っていきます。 

平成30年度からは居宅介護支援事業所の指導権限等が市に移譲されるとともに、介

護認定の有効期間の延長等も行われています。そのため、居宅介護支援事業所の指導

と要介護認定の適正化についても、引き続き重点的に取り組んでいきます。 

（３）取組み内容 

区分 取組み内容 

１ 要介護認定の適正化 

・認定調査の適正な実施のため、委託で実施した調査結果について事

後点検を行うとともに、厚生労働省作成の業務分析データの活用により

認定調査の精度向上を図ります。 

・上山市介護サービス調整連絡協議会において研修会を実施します。 

・県で実施する認定調査員及び認定審査員の研修を活用し適切かつ公

平な調査、認定を図ります。 
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区分 取組み内容 

２ ケアプラン点検 

・居宅介護サービス計画及び介護予防サービス計画についての点検を

実施し、必要なサービスの確保やサービス内容の改善を図ります。 

・自立支援型地域ケア会議の場において、専門職の助言等を踏まえた

受給者の自立支援に資するケアプランの気付きとその後のケアプラン

見直し等を促していきます。 

３ 住宅改修等の点検 

 

①住宅改修の点検 

・関係書類による点検を実施します。 

・改修の規模や書類による点検が難しいものについては、現地確認を行

います。 

②福祉用具購入・貸

与の調査 

・関係書類（適正化システム帳票含む）による点検を実施します。 

・書類による確認が難しいものについては、現地確認を行います。 

４ 縦覧点検・医療情報との突合 

 

①縦覧点検 ・国保連合会による縦覧点検の帳票等を活用し確認を行います。 

②医療情報との突

合 

・受給者の入院情報をもとに、介護保険の給付情報を突合し、重複請求

の誤り等を正していきます。 

５ 介護給付費通知 
・受給者やその家族へ適正な介護サービスの意識付けと事業者の不正

抑止のために、通知を発送します。 
 

第８期計画期間の目標 
 

区分 取組み内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

１ 要介護認

定の適正化 

認定調査の事後点検 全件 全件 全件 

業務分析データ等を活用し

た課題の把握 
年１回 年１回 年１回 

研修会の実施 年１回 年１回 年１回 

県で実施する審査員・調査

員研修への参加 
参加率 90％ 参加率 90％ 参加率 90％ 

２ ケアプラン

点検 

各事業所へ出向いた点検 2 事業所 2 事業所 2 事業所 

自立支援型地域ケア会議を

用いたケアプランの気付き 
24 件 24 件 24 件 

３ 住宅改修

等の点検 

住宅改修の書類点検 全件 全件 全件 

住宅改修の現地確認 適宜 適宜 適宜 

適正化システムの福祉用具

貸与に関する点検 
全件 全件 全件 

福祉用具購入の書類点検 全件 全件 全件 

福祉用具購入の現地確認 適宜 適宜 適宜 

４ 縦覧点検・

医療情報との

突合 

国保連合会による縦覧点検

の確認 
継続実施 継続実施 継続実施 

国保連合会による医療情報

との突合データの確認 
継続実施 継続実施 継続実施 

５ 介護給付

費通知 
介護給付費通知の発送 年１回 年１回 年１回 
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（１）介護給付費見込額の算定 

第８期の介護給付費見込額は、要介護認定者数や受給率の動向及び介護報酬改定（改

定率 0.70％増＜新型コロナウイルス感染症に対応するための特例的な評価分を含む＞）

を踏まえて算定しています。 

また、施設等整備計画は、令和４年度に予定する介護老人福祉施設の移転に伴う定

員増を見込んだ他、山形県地域医療構想との整合性、介護離職者対策に対応したサー

ビスの増額等を見込んで算定しています。 

地域支援事業は、要支援１・２、事業対象者の方の訪問型サービス、通所型サービス

及び一般介護予防事業の介護予防・日常生活支援総合事業の経費増及び地域包括支援

センター運営委託料等の継続事業の経費増を見込むほか、在宅医療・介護連携推進事

業、生活支援体制整備事業、認知症総合支援事業及び自立支援型地域ケア会議事業の

経費増を見込んで算定しています。 

介護保険給付費総額 

（単位：円） 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

①標準給付費見込額 3,905,086,000 3,995,938,000 4,013,450,000 11,914,474,000 

 総給付費 3,622,109,000 3,708,929,000 3,723,202,000 11,054,240,000 

 特定入所者介護サービス費等

給付額 
182,816,000 185,431,000 187,526,000 555,773,000 

 高額介護サービス費等給付額 81,131,000 82,291,000 83,221,000 246,643,000 

 高額医療合算介護サービス費

等給付費 
14,880,000 15,093,000 15,264,000 45,237,000 

 審査支払手数料 4,150,000 4,194,000 4,237,000 12,581,000 

②地域支援事業費 154,461,000 168,130,000 182,036,000 504,627,000 

③第１号被保険者数 11,455 人 11,421 人 11,349 人 34,225 人 

 前期高齢者（６５～７４歳） 5,524 人 5,388 人 5,194 人 16,106 人 

 後期高齢者（７５歳～） 5,931 人 6,033 人 6,155 人 18,119 人 

④所得段階別被保険者数 11,455 人 11,421 人 11,349 人 34,225 人 

 第１段階 1,249 人 1,245 人 1,237 人 3,731 人 

 第２段階 870 人 868 人 862 人 2,600 人 

 第３段階 951 人 948 人 942 人 2,841 人 

 第４段階 1,604 人 1,599 人 1,589 人 4,792 人 

 第５段階 2,589 人 2,581 人 2,565 人 7,735 人 

 第６段階 2,039 人 2,033 人 2,020 人 6,092 人 

 第７段階 1,271 人 1,268 人 1,260 人 3,799 人 

 第８段階 458 人 457 人 454 人 1,369 人 

 第９段階 424 人 422 人 420 人 1,266 人 

⑤第１号被保険者負担分相当額 933,695,857 957,735,408 964,961,860 2,856,393,125 
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区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

⑥調整交付金見込額 269,708,000 260,628,000 257,764,000 788,100,000 

 見込交付割合 6.72％ 6.33％ 6.22％  

⑦財政安定化基金拠出金見込額     

 財政安定化基金拠出率     

⑧準備基金取崩額    232,600,000 

⑨財政安定化基金による交付額     

⑩市町村特別給付 13,000,000 13,000,000 13,000,000 39,000,000 

⑪保険料収納必要額    2,488,441,403 

⑫予定保険料収納率 99.00％ 

⑬保険料（年額）    72,960 

⑭保険料（月額）    6,080 

 

（２）所得段階区分の設定 

これまでと同様に国の基準の９段階９区分とし、７段階、８段階の基準となる合計

所得金額を引き上げて負担の軽減を図るとともに、引き続き公費負担による低所得者

に対する軽減措置を実施します。 

その内容は、国50％、県及び市が25％を負担する仕組みとなっており、第１段階の

負担割合を0.5から 0.3に、第２段階の負担割合を0.75から 0.5に、第３段階の負担

割合を0.75から 0.7に、それぞれ軽減して介護保険料を設定するものです。 

所得段階区分 
 

区分 対象者 

第１段階 

・老齢福祉年金の受給者で、市民税世帯非課税の場合 

・生活保護受給者 

・市民税世帯非課税で、合計所得金額と課税年金収入額の合計が 80 万円以下の方 

第２段階 
・市民税世帯非課税で、合計所得金額と課税年金収入額の合計が 120 万円以下で、

上記以外の方 

第３段階 ・市民税世帯非課税で、上記以外の方 

第４段階 
・市民税非課税者で、合計所得金額と課税年金収入額の合計が 80 万円以下で、上記

以外の方 

第５段階 ・市民税非課税者で、上記以外の方 

第６段階 ・合計所得金額が 120 万円未満で、上記以外の方 

第７段階 ・合計所得金額が 210 万円未満で、上記以外の方 

第８段階 ・合計所得金額が 320 万円未満で、上記以外の方 

第９段階 ・上記のいずれにも該当しない方 
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（３）介護保険料の基準額の算定 

第１号被保険者（65歳以上）の介護保険料は、第７期からは介護給付費見込額の23％

の負担となっています。 

第８期の介護保険料基準額については、介護給付費準備基金を取り崩して介護保険

料の軽減に活用し、第７期と同額となる6,080円／月（72,960円／年）と設定します。 

【介護給付費準備基金の取崩し計画】 

     基金残高 ： 324,152,012円（令和２年３月末日現在） 

 

     令和３年度： 65,196,000円 

令和４年度： 83,702,000円  

     令和５年度： 83,702,000円 

     合   計： 232,600,000円 
 

（４）第１号被保険者の所得段階別保険料 

区分 基準額に対する割合 年額 月額 

第１段階 0.50 （0.3） 36,480 円（21,888 円） 3,040 円（1,824 円） 

第２段階 0.75 （0.5） 54,720 円（36,480 円） 4,560 円（3,040 円） 

第３段階 0.75 （0.7） 54,720 円（51,072 円） 4,560 円（4,256 円） 

第４段階 0.90 65,664 円 5,472 円 

第５段階 1.00 72,960 円 6,080 円 

第６段階 1.20 87,552 円 7,296 円 

第７段階 1.30 94,848 円 7,904 円 

第８段階 1.50 109,440 円 9,120 円 

第９段階 1.70 124,032 円 10,336 円 

※ （ ）内は、公費負担による軽減後の割合・金額 
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介護保険サービスに係る利用者負担について、低所得者等を対象とする次の負担軽

減を行います。 

（１）特定入所者介護サービス費等の支給 

介護老人福祉施設等の入所施設の居住費と食費並びに短期入所生活介護、短期入所

療養介護における滞在費と食費について、低所得者の負担軽減を図ることから、利用

者負担第１段階から第３段階の方を対象に、所得に応じた負担限度額までを自己負担

とし、残りの基準費用額との差額分を支給します。 

また、利用者負担第４段階の方で、高齢夫婦世帯で一方が施設に入所し、居住費と

食費を負担した結果、在宅で生活される配偶者が生計困難に陥らないよう、年間収入

などの一定の要件を満たす方に、特例減額措置として支給します。 

（２）高額介護サービス費等の支給 

高額介護サービス費等は、月々の介護保険サービスの利用者負担の合計額について、

所得に応じて上限額を設定し、上限額を超える額を高額介護サービス費等として支給

します。 

（３）高額医療合算介護サービス費等の支給 

世帯内で１年間（毎年８月１日～翌年７月31日）の医療及び介護の自己負担額が著

しく高額になった場合に、一定の上限額を超える部分について、高額医療合算介護サ

ービス費等として支給します。 

（４）社会福祉法人による利用者負担の軽減 

介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人が、社会的な役割に鑑み、市民税世帯

非課税であって、年間収入などの一定の要件を満たす方は利用者負担が軽減されます。 
 

10  

介護保険事業の円滑な運営に資するため、市報やパンフレットの作成配布による広

報活動を実施し、市民に対する制度内容の周知等を図るとともに、市のホームページ

に制度概要を掲載し情報提供を行います。 

また、各種団体等からの申請による出前講座やさまざまな事業等の機会を通して、

介護保険制度の普及と介護予防の推進に努めます。 
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11  

人口の減少と高齢化が今後さらに進行することに加え、要介護、要支援認定者の増

加も見込まれる中、介護人材の確保は重要な課題となっていますが、介護サービスの

担い手確保を介護サービス事業所だけの問題とせず、地域を挙げて対策に取り組んで

いくことが求められています。 

国から示された方針に基づき、保険者への提出書類等の文書の簡素化を始め、介護

事業所に対する実地指導の事務負担の軽減、ＩＣＴの活用などによる業務効率化を図

り、職員が専門業務に充てられる時間を確保できるような職場環境づくりを進めるこ

とが必要となります。 

また、山形県内の事業所でも採用が進んでいる外国人の活用についても、県と連携

し取り組んでいくことが必要となっています。 

さらに、令和２年度に市内社会福祉法人が「令和２年度厚生労働省 老人保健健康

増進等事業」として「東北地方における介護未経験の高齢者人材等の確保及び業務分

担に係る好事例事業者」のモデル事業所に選ばれ実施した、地域の人材を介護助手と

して活用する取組みを市全体に広げていくことと連動させ、これまで実施してきた「介

護予防・生活支援サポーター養成講座」の内容を充実し、介護未経験の高齢者層等が

介護現場で社会参加や就労的活動にも繋がる活躍ができるような講座内容とし、施設

等の介護現場のニーズと担い手をマッチングする仕組みとしての「ボランティアポイ

ント」の事業化を検討するなど、保険者・社会福祉協議会・介護事業所・住民等が一丸

となって地域全体で取り組んでいきます。 

 

 



 

  



 

 



77 

資   料   編 

１ 上山市の人口等の状況 

 

区分 
総人口 

65歳 

以上 

人口 

高齢 

化率 

65歳以上のうち 

一人暮らし 高 齢 者 

夫婦世帯 

高齢者 

世 帯 総数 男 女 

（人） （人） （％） （人） （人） （人） （組） （組） 

平成12年度 37,224 9,272 24.91 688 122 566 884 95 

平成13年度 37,001 9,460 25.57 724 143 581 891 91 

平成14年度 36,892 9,658 26.18 812 171 641 983 73 

平成15年度 36,917 9,883 26.77 811 173 638 1,023 107 

平成16年度 36,633 9,975 27.23 846 183 663 1,060 115 

平成17年度 36,293 10,086 27.79 920 206 714 1,092 136 

平成18年度 36,000 10,168 28.24 955 210 745 1,098 118 

平成19年度 35,552 10,323 29.04 1,053 300 753 1,054 131 

平成20年度 35,154 10,383 29.54 1,024 234 790 1,160 123 

平成21年度 34,709 10,441 30.08 1,067 265 802 1,170 142 

平成22年度 34,273 10,509 30.66 1,107 285 822 1,195 176 

平成23年度 33,860 10,381 30.66 1,060 263 797 1,169 126 

平成24年度 33,370 10,384 31.12 1,099 289 810 1,178 106 

平成25年度 33,036 10,630 32.18 1,137 318 819 1,195 113 

平成26年度 32,561 10,744 33.00 1,170 331 839 1,239 137 

平成27年度 32,137 10,964 34.12 1,220 370 850 1,294 - 

平成28年度 31,673 11,191 35.33 1,216 377 839 1,312 - 

平成29年度 31,018 11,227 36.20 1,269 409 860 1,337 - 

平成30年度 30,599 11,381 37.19 1,321 456 865 1,340 - 

令和元年度 30,131 11,448 37.99 1,417 499 918 1,437 - 

令和２年度 29,665 11,440 38.56 1,458 534 924 1,460 - 

※ 各年度４月１日現在 

※ 65歳以上の内訳は、民生委員・児童委員調べによる 

※ 高齢者夫婦世帯は、夫65歳以上、妻60歳以上の夫婦のみで構成する世帯 

※ 高齢者世帯は、65歳以上の高齢者のみで構成する世帯（親子・兄弟等） 
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２ 要支援・要介護認定者の状況 

 

                                       （単位：人） 

区分 
要支援 

１ 

要支援 

２ 

要介護 

１ 

要介護 

２ 

要介護 

３ 

要介護 

４ 

要介護 

５ 
合計 

平

成 

12

年

度 

第１号被保険者 123  290 208 149 180 141 1,091 

うち65歳～74歳 16 41 34 25 33 31 180 

うち75歳以上 107 249 174 124 147 110 911 

第2号被保険者 1 9 6 6 4 6 32 

合計 124 299 214 155 184 147 1,123 

構成比（％） 11.04 26.63 19.06 13.80 16.38 13.09 100.00 

平

成 

13

年

度 

第１号被保険者 119  325 224 148 199 126 1,141 

うち65歳～74歳 18 50 37 30 23 25 183 

うち75歳以上 101 275 187 118 176 101 958 

第2号被保険者 0 8 4 6 4 5 27 

合計 119 333 228 154 203 131 1,168 

構成比（％） 10.19 28.51 19.52 13.18 17.38 11.22 100.00 

平

成 

14

年

度 

第１号被保険者 141  401 276 182 195 146 1,341 

うち65歳～74歳 17 65 39 31 24 28 204 

うち75歳以上 124 336 237 151 171 118 1,137 

第2号被保険者 1 9 7 6 4 3 30 

合計 142 410 283 188 199 149 1,371 

構成比（％） 10.36 29.91 20.64 13.71 14.51 10.87 100.00 

平

成 

15

年

度 

第１号被保険者 106  483 263 225 184 164 1,425 

うち65歳～74歳 19 60 43 38 19 20 199 

うち75歳以上 87 423 220 187 165 144 1,226 

第2号被保険者 1 10 9 8 4 5 37 

合計 107 493 272 233 188 169 1,462 

構成比（％） 7.32 33.72 18.60 15.94 12.86 11.56 100.00 

平

成 

16

年

度 

第１号被保険者 128  514 234 195 190 169 1,430 

うち65歳～74歳 18 85 29 28 20 18 198 

うち75歳以上 110 429 205 167 170 151 1,232 

第2号被保険者 2 10 11 8 8 3 42 

合計 130 524 245 203 198 172 1,472 

構成比（％） 8.83 35.60 16.65 13.79 13.45 11.68 100.00 
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区分 
要支援 

１ 

要支援 

２ 

要介護 

１ 

要介護 

２ 

要介護 

３ 

要介護 

４ 

要介護 

５ 
合計 

平

成

17

年

度 

第１号被保険者 162  536 226 214 186 168 1,492 

うち65歳～74歳 23 74 29 32 24 14 196 

うち75歳以上 139 462 197 182 162 154 1,296 

第2号被保険者 1 10 11 5 6 5 38 

合計 163 546 237 219 192 173 1,530 

構成比（％） 10.65 35.69 15.49 14.31 12.55 11.31 100.00 

平

成

18

年

度 

第１号被保険者 159 212 285 272 247 214 163 1,552 

うち65歳～74歳 15 30 21 45 30 28 16 185 

うち75歳以上 144 182 264 227 217 186 147 1,367 

第2号被保険者 3 5 5 9 6 8 3 39 

合計 162 217 290 281 253 222 166 1,591 

構成比（％） 10.18 13.64 18.23 17.66 15.90 13.95 10.44 100.00 

平

成

19

年

度 

第１号被保険者 167 257 264 282 264 257 170 1,661 

うち65歳～74歳 15 27 20 28 40 32 19 181 

うち75歳以上 152 230 244 254 224 225 151 1,480 

第2号被保険者 4 4 3 8 7 9 3 38 

合計 171 261 267 290 271 266 173 1,699 

構成比（％） 10.06 15.36 15.72 17.07 15.95 15.66 10.18 100.00 

平

成

20

年

度 

第１号被保険者 199 251 297 295 270 249 195 1,756 

うち65歳～74歳 18 21 22 33 30 42 19 185 

うち75歳以上 181 230 275 262 240 207 176 1,571 

第2号被保険者 5 5 5 6 7 6 2 36 

合計 204 256 302 301 277 255 197 1,792 

構成比（％） 11.38 14.29 16.85 16.80 15.46 14.23 10.99 100.00 

平

成

21 

年

度 

第１号被保険者 246 214 361 301 259 285 214 1,880 

うち65歳～74歳 20 16 30 33 31 40 20 190 

うち75歳以上 226 198 331 268 228 245 194 1,690 

第2号被保険者 2 7 6 9 5 7 6 42 

合計 248 221 367 310 264 292 220 1,922 

構成比（％） 12.90 11.50 19.09 16.13 13.74 15.19 11.45 100.00 

平

成

22 

年

度 

第１号被保険者 256 189 376 314 277 274 206 1,892 

うち65歳～74歳 25 10 34 28 29 28 22 176 

うち75歳以上 231 179 342 286 248 246 184 1,716 

第2号被保険者 1 6 7 7 5 8 6 40 

合計 257 195 383 321 282 282 212 1,932 

構成比（％） 13.30 10.09 19.83 16.61 14.60 14.60 10.97 100.00 
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区分 
要支援 

１ 

要支援 

２ 

要介護 

１ 

要介護 

２ 

要介護 

３ 

要介護 

４ 

要介護 

５ 
合計 

平

成

23

年

度 

第１号被保険者 248 185 409 356 293 266 198 1,955 

うち65歳～74歳 15 12 32 28 26 22 19 154 

うち75歳以上 233 173 377 328 267 244 179 1,801 

第2号被保険者 2 5 10 4 6 8 6 41 

合計 250 190 419 360 299 274 204 1,996 

構成比（％） 12.52 9.52 20.99 18.04 14.98 13.73 10.22 100.00 

平

成

24

年

度 

第１号被保険者 234 265 430 375 309 302 199 2,114 

うち65歳～74歳 14 23 37 34 28 18 18 172 

うち75歳以上 220 242 393 341 281 284 181 1,942 

第2号被保険者 4 4 6 6 7 7 6 40 

合計 238 269 436 381 316 309 205 2,154 

構成比（％） 11.05 12.49 20.24 17.69 14.67 14.34 9.52 100.00 

平

成

25

年

度 

第１号被保険者 227 305 464 395 318 316 183 2,208 

うち65歳～74歳 18 32 40 38 18 21 19 186 

うち75歳以上 209 273 424 357 300 295 164 2,022 

第2号被保険者 3 3 4 7 7 6 7 37 

合計 230 308 468 402 325 322 190 2,245 

構成比（％） 10.24 13.72 20.85 17.91 14.48 14.34 8.46 100.00 

平

成

26

年

度 

第１号被保険者 211 337 498 417 328 293 188 2,272 

うち65歳～74歳 17 37 45 28 21 19 20 187 

うち75歳以上 194 300 453 389 307 274 168 2,085 

第2号被保険者 0 5 8 11 3 8 8 43 

合計 211 342 506 428 331 301 196 2,315 

構成比（％） 9.11 14.77 21.86 18.49 14.30 13.00 8.47 100.00 

平

成

27 

年

度 

第１号被保険者 169 373 521 449 332 293 215 2,352 

うち65歳～74歳 17 41 39 33 24 21 22 197 

うち75歳以上 152 332 482 416 308 272 193 2,155 

第2号被保険者 2 8 9 6 9 8 5 47 

合計 171 381 530 455 341 301 220 2,399 

構成比（％） 7.13 15.88 22.09 18.97 14.21 12.55 9.17 100.00 

平

成

28 

年

度 

第１号被保険者 215 359 510 456 329 271 218 2,358 

うち65歳～74歳 25 30 42 29 24 17 20 187 

うち75歳以上 190 329 468 427 305 254 198 2,171 

第2号被保険者 2 4 8 6 7 5 7 39 

合計 217 363 518 462 336 276 225 2,397 

構成比（％） 9.05 15.14 21.61 19.27 14.02 11.52 9.39 100.00 

 



81 

区分 
要支援 

１ 

要支援 

２ 

要介護 

１ 

要介護 

２ 

要介護 

３ 

要介護 

４ 

要介護 

５ 
合計 

平

成

29

年

度 

第１号被保険者 214 384 522 410 320 296 234 2,380 

うち65歳～74歳 25 36 48 23 27 15 18 192 

うち75歳以上 189 348 474 387 293 281 216 2,188 

第2号被保険者 2 2 6 9 2 6 5 32 

合計 216 386 528 419 322 302 239 2,412 

構成比（％） 8.96 16.00 21.89 17.37 13.35 12.52 9.91 100.00 

平

成

30

年

度 

第１号被保険者 278 384 509 414 329 299 234 2,447 

うち65歳～74歳 28 40 36 25 23 20 21 193 

うち75歳以上 250 344 473 389 306 279 213 2,254 

第2号被保険者 2 6 10 8 4 5 4 39 

合計 280 390 519 422 333 304 238 2,486 

構成比（％） 11.26 15.69 20.88 16.97 13.40 12.23 9.57 100.00 

令

和

元

年

度 

第１号被保険者 271 367 508 408 347 284 204 2,389 

うち65歳～74歳 26 38 32 27 25 20 16 184 

うち75歳以上 245 329 476 381 322 264 188 2,205 

第2号被保険者 4 3 6 7 7 2 6 35 

合計 275 370 514 415 354 286 210 2,424 

構成比（％） 11.34 15.27 21.21 17.12 14.60 11.80 8.66 100.00 

令

和

２

年

度 

第１号被保険者 246 381 488 398 352 296 192 2,353 

うち65歳～74歳 32 39 36 28 25 15 19 194 

うち75歳以上 214 342 452 370 327 281 173 2,159 

第2号被保険者 3 4 7 7 7 3 7 38 

合計 249 385 495 405 359 299 199 2,391 

構成比（％） 10.41 16.10 20.70 16.94 15.02 12.51 8.32 100.00 

※ 各年度３月末日現在（住所地特例適用者等含む） 

※ 平成 12 年度から 17 年度の要支援１は要支援として区分 
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３ 高齢者の人口推計 

（単位：人） 

区分 総人口 40歳未満 40～64歳 65歳以上 
  高齢化率 

（％） 65～74歳 75歳以上 

平成24年度 33,303 11,344 11,491 10,468 4,453 6,015 31.43 

平成25年度 32,844 10,959 11,216 10,669 4,551 6,118 32.48 

平成26年度 32,392 10,672 10,915 10,805 4,780 6,025 33.36 

平成27年度 31,938 10,347 10,641 10,950 4,968 5,982 34.29 

平成28年度 31,478 9,989 10,276 11,213 5,123 6,090 35.62 

平成29年度 30,974 9,577 10,115 11,282 5,175 6,107 36.42 

平成30年度 30,554 9,241 9,879 11,434 5,301 6,133 37.42 

令和元年度 30,120 8,983 9,687 11,450 5,295 6,155 38.01 

令和２年度 29,653 8,695 9,504 11,454 5,375 6,079 38.63 

令和３年度 29,239 8,494 9,290 11,455 5,524 5,931 39.18 

令和４年度 28,800 8,219 9,160 11,421 5,388 6,033 39.66 

令和５年度 28,351 8,000 9,002 11,349 5,194 6,155 40.03 

令和６年度 27,886 7,760 8,837 11,289 4,976 6,313 40.48 

令和７年度 27,422 7,534 8,652 11,236 4,775 6,461 40.97 

※ 各年度９月末日現在 

※ 令和３年度以降は第８期推計分 
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４ 被保険者の推計 

（単位：人） 

区分 総人口 被保険者数 
 

第１号被保険者 第２号被保険者 

平成24年度 33,303 21,959 10,468 11,491 

平成25年度 32,844 21,885 10,669 11,216 

平成26年度 32,392 21,720 10,805 10,915 

平成27年度 31,938 21,591 10,950 10,641 

平成28年度 31,478 21,489 11,213 10,276 

平成29年度 30,974 21,397 11,282 10,115 

平成30年度 30,554 21,313 11,434 9,879 

令和元年度 30,120 21,137 11,450 9,687 

令和２年度 29,653 20,947 11,454 9,493 

令和３年度 29,239 20,745 11,455 9,290 

令和４年度 28,800 20,581 11,421 9,160 

令和５年度 28,351 20,351 11,349 9,002 

令和６年度 27,886 20,009 11,289 8,720 

令和７年度 27,422 19,888 11,236 8,652 

※ 各年度９月末日現在 

※ 令和３年度以降は第８期推計分 
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５ 要介護認定者の推計 

（単位：人） 

区分 
要支援

１ 

要支援

２ 

要介護

１ 

要介護

２ 

要介護

３ 

要介護

４ 

要介護

５ 
合計 

平 成 

22年度 

第１号 264 188 384 297 285 276 221 1,915 

第２号 3 7 9 6 6 7 6 44 

合計 267 195 393 303 291 283 227 1,959 

平 成 

23年度 

第１号 253 182 386 330 281 277 205 1,914 

第２号 3 8 7 6 5 7 4 40 

合計 256 190 393 336 286 284 209 1,954 

平 成 

24年度 

第１号 234 218 415 374 295 286 196 2,018 

第２号 3 7 7 8 5 7 6 43 

合計 237 225 422 382 300 293 202 2,061 

平 成 

25年度 

第１号 230 298 443 395 322 311 198 2,197 

第２号 4 4 4 5 5 11 7 40 

合計 234 302 447 400 327 322 205 2,237 

平 成 

26年度 

第１号 238 334 483 392 327 309 180 2,263 

第２号 2 5 6 8 6 5 8 40 

合計 240 339 489 400 333 314 188 2,303 

平 成 

27年度 

第１号 193 348 525 426 330 296 189 2,307 

第２号 0 5 9 9 6 7 6 42 

合計 193 353 534 435 336 303 195 2,349 

平 成 

28年度 

第１号 200 353 525 443 332 279 209 2,341 

第２号 1 5 10 6 5 8 6 41 

合計 201 358 535 449 337 287 215 2,382 

平 成 

29年度 

第１号 213 363 519 445 322 279 242 2,383 

第２号 4 3 9 7 5 5 6 39 

合計 217 366 528 452 327 284 248 2,422 

平 成 

30年度 

第１号 257 388 525 400 335 292 232 2,429 

第２号 1 5 9 8 2 7 5 37 

合計 258 393 534 408 337 299 237 2,466 

令 和 

元年度 

第１号 290 354 507 420 336 297 227 2,431 

第２号 3 5 7 7 3 4 5 34 

合計 293 359 514 427 339 301 232 2,465 

令 和 

２年度 

第１号 259 382 501 403 355 294 194 2,388 

第２号 4 3 7 5 6 3 6 34 

合計 263 385 508 408 361 297 200 2,422 
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区分 
要支援

１ 

要支援

２ 

要介護

１ 

要介護

２ 

要介護

３ 

要介護

４ 

要介護

５ 
合計 

令 和 

３年度 

第１号 264 375 516 413 354 280 202 2,404 

第２号 5 3 7 5 6 4 6 36 

合計 269 378 523 418 360 284 208 2,440 

令 和 

４年度 

第１号 267 375 518 415 356 286 207 2,424 

第２号 5 3 7 5 6 4 6 36 

合計 272 378 525 420 362 290 213 2,460 

令 和 

５年度 

第１号 268 376 522 419 363 290 210 2,448 

第２号 5 3 7 5 6 4 6 36 

合計 273 379 529 424 369 294 216 2,484 

令 和 

７年度 

第１号 270 377 529 425 373 295 214 2,483 

第２号 5 3 7 5 6 4 6 36 

合計 275 380 536 430 379 299 220 2,519 

※ 各年度９月末日現在 

※ 第１号は第１号被保険者、第２号は第２号被保険者 

※ 令和３年度以降は第８期推計分 
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６ 上山市介護保険事業運営協議会 

 

上山市介護保険事業運営協議会委員名簿 

（敬称略） 

役職名 氏名 所属 

会 長 原 田 一 博 上山市医師会 会長 

副会長 岩 瀬 信 行 上山市地区会長会 副会長 

委 員 青 野   宏 上山市歯科医師会 副会長 

〃 水 田   潔 上山市民生児童委員連合協議会 副会長 

〃 佐 藤 勘 治 上山市老人クラブ連合会 会長 

〃 髙 橋 惠 子 上山市食生活改善推進協議会 会長 

〃 土 屋   講 人権擁護委員協議会 上山支部 部会長 

〃 猪 狩 良 佳 社会福祉法人 偕寿会（蓬仙園 施設長） 

〃 舟 越 正 一 社会福祉法人 みゆき福祉会（みずほの里 施設長） 

〃 阿 部 昭 雄 社会福祉法人 山形県玉葉会（蔵王長寿園 園長） 

〃 伊 藤 左 苗 社会医療法人 二本松会 かなやの里 介護課長 

〃 長 岡 重 幸 社会医療法人 みゆき会 本部機構 研修広報部長 

〃 鏡   洋 志 上山市社会福祉協議会 事務局長 

〃 太 田 惠美子 公募委員 

〃 松 田 た み 公募委員 

〃 山 口 美 幸 公募委員 
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７ 上山市介護保険事業計画策定委員会 

 

上山市介護保険事業計画策定委員会委員名簿 

 

役職名 氏名 職名 

委 員 長 山 本 幸 靖 副市長 

副委員長 鈴 木 直 美 健康推進課長 

委  員 尾 形 俊 幸 庶務課長 

〃 冨 士 英 樹 市政戦略課長 

〃 平 吹 義 浩 財政課長 

〃 前 田 豊 孝 税務課長 

〃 鏡   裕 一 福祉事務所長 

〃 須 貝 信 亮 建設課長 

〃 武 田   浩 会計課長 

〃 原 田 一 博 上山市介護保険事業運営協議会会長 
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８ 介護保険サービスの内容 

 

サービスの種類 内容 

訪問介護 

訪問介護は、訪問介護員（ホームヘルパー）等が居宅を訪問し、入浴、排

泄、食事等の介護や掃除・洗濯等の家事の援助を行うサービスです。 

なお、介護予防訪問介護については、平成２８年４月から介護予防・日常

生活支援総合事業の訪問型サービスに移行しました。 

訪問入浴介護・介護予

防訪問入浴介護 

訪問入浴介護及び介護予防訪問入浴介護は、入浴の困難な要介護者等の身

体の清潔保持、心身機能の維持を図るために居宅を入浴車等で訪問し、浴槽

を持ち込み入浴の介助を行うサービスです。 

訪問看護・介護予防訪

問看護 

訪問看護及び介護予防訪問看護は、要介護者等の居宅を、病院・診療所や

訪問看護ステーションの看護師等が訪問し、療養上の世話や必要な診療の補

助を行うサービスです。 

訪問リハビリテーショ

ン・介護予防訪問リハ

ビリテーション 

訪問リハビリテーション及び介護予防訪問リハビリテーションは、病院又

は診療所の理学療法士又は作業療法士が、計画的な医学管理を行っている医

師の指示に基づき、居宅を訪問し、心身の機能の維持回復、日常生活の自立

を助けるために必要な理学療法、作業療法等のリハビリテーションを提供す

るサービスです。 

居宅療養管理指導・介護

予防居宅療養管理指導 

居宅療養管理指導及び介護予防居宅療養管理指導は、医師、歯科医師、薬

剤師、保健師、看護師、准看護師、歯科衛生士、管理栄養士等が通院困難な

要介護者等の居宅を訪問し、療養上の管理及び指導を行うサービスです。 

通所介護・地域密着型通

所介護 

通所介護は、デイサービスセンターや特別養護老人ホームなどに日帰りで

通い、入浴、食事の提供その他の日常生活上の世話や機能訓練を受けるサー

ビスです。 

通所介護事業所のうち、利用定員１８人以下の小規模な通所介護事業所に

ついては、平成２８年４月から地域密着型通所介護事業所に移行しました。 

なお、介護予防通所介護については、平成２８年４月から護予防・日常生

活支援総合事業の通所型サービスに移行しました。 

通所リハビリテーショ

ン・介護予防通所リハビ

リテーション 

通所リハビリテーションは、介護老人保健施設、病院、診療所に通い、心

身の機能維持回復を図り、日常生活の自立を助けるための理学療法、作業療

法その他必要なリハビリテーションを受けるサービスです。 

介護予防通所リハビリテーションは、日常生活上の支援など「共通的なサ

ービス」に加え、運動器の機能向上や栄養改善などの「選択的なサービス」

の提供を行います。 

短期入所生活介護・介護

予防短期入所生活介護 

短期入所生活介護及び介護予防短期入所生活介護は、特別養護老人ホーム

等に短期間入所して、入浴、食事、排泄等の介護その他日常生活上の世話や

機能訓練を受けるサービスです。 

短期入所療養介護・介護

予防短期入所療養介護 

短期入所療養介護及び介護予防短期入所療養介護は、介護老人保健施設、

介護療養型医療施設等に短期間入所して、看護、医学的管理の下、介護及び

機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を受けるサービスです。 

福祉用具貸与・介護予防

福祉用具貸与 

福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与は、日常生活上の便宜や機能訓練

のための福祉用具を貸与するサービスです。 

要支援及び要介護１の者については、原則として、特殊寝台・車いす・移

動用リフトなどが貸与の対象となりませんが、日常的に歩行が困難な場合な

ど、福祉用具が必要な状態であると判断された者については貸与の対象とな

ります。 
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サービスの種類 内容 

特定入居者生活介護・介

護予防特定施設入居者

生活介護 

特定入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護は、有料老人ホー

ムや介護利用型軽費老人ホーム（ケアハウス）などが、入居者である要介護

者等に対し、特定施設サービス計画に基づいて、入浴、食事、排泄等の介護

その他日常生活上の世話、機能訓練を行うサービスです。 

特定施設入居者生活介護は、介護専用型特定施設（入居者を要介護１以上

にかぎる施設）、混合型特定施設（介護専用型以外の特定施設：自立者及び

要支援者の入居を認める施設）及び地域密着型特定施設に分類されます。 

居宅介護支援・介護予防

支援 

居宅介護支援は、要介護者等がその心身の状態等に応じた適切な介護サー

ビスを受けることができるように、ケアプランを作成するとともに、介護サ

ービスの提供に際しての事業者との調整、実際のサービスの利用状況・実施

状況の把握や給付管理票の提出などの給付管理を行うサービスです。 

介護予防支援は、要支援者がその心身の状態に応じた適切な介護予防サー

ビスを受けることができるように、予防プランを作成するサービスです。こ

のサービスは、市町村が設置する地域包括支援センターが実施します。 

なお、介護予防訪問介護及び介護予防通所介護のみを利用している方の介

護予防支援については、介護予防・日常生活支援総合事業に移行しました。 

また、平成３０年４月から当該サービスを提供する事業所の指定権限等が

市に移譲されました。 

定期巡回・随時対応型訪

問介護看護 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、在宅の要介護者に対し、日中・夜

間を通じて訪問介護と訪問看護を一体的に又はそれぞれが密接に連携しなが

ら、定期巡回訪問と随時の対応を行うサービスです。 

「単身・重度の要介護者」であっても、在宅を中心とする住み慣れた地域

で、尊厳と個別性が尊重された生活を継続できるような社会環境の整備を目

標として、平成２４年度から始まったサービスです。 

夜間対応型訪問看護 
夜間対応型訪問看護は、在宅の要介護者に対し、夜間の定期巡回や通報に

よる随時訪問を行い、必要な介護を行うサービスです。 

認知症対応型通所介護・

介護予防認知症対応型

通所介護 

認知症対応型通所介護及び介護予防認知症対応型通所介護は、認知症の症

状がある要介護者等が、老人デイサービスセンターや認知症高齢者グループ

ホームなどに通い、日常生活上の世話や機能訓練を受けるサービスです。 

小規模多機能型居宅介

護・介護予防小規模多機

能型居宅介護 

小規模多機能型居宅介護及び介護予防小規模多機能型居宅介護は、「通

い」を中心として、利用者の様態や希望に応じて、随時「訪問」や「泊ま

り」を組み合わせてサービスを提供することで在宅での生活継続を支援する

サービスです。 

認知症対応型共同生活

介護・介護予防認知症対

応型共同生活介護 

認知症対応型共同生活介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護は、認

知症の症状がある要介護者等に対し、その共同生活を営むべき住居におい

て、入浴、排泄、食事等の介護その他日常生活上の世話及び機能訓練を行う

サービスです。 

地域密着型特定施設入

居者生活介護 

地域密着型特定施設入居者生活介護は、入所者が２９人以下の有料老人ホ

ームや介護利用型軽費老人ホーム（ケアハウス）などが、入居している要介

護者に対し、特定施設サービス計画に基づいて、入浴、食事、排泄等の介護

その他日常生活上の世話、機能訓練を行うサービスです。 

看護小規模多機能型居

宅介護 

看護小規模多機能型居宅介護は、在宅の要介護者に対し、訪問看護及び小

規模多機能型居宅介護を一体的に提供するサービスです。 

看護と介護の連携による一体的なサービス提供により、緊急時の対応を含

め、柔軟なサービス提供が可能です。医療・看護ニーズの高い要介護者を地

域で支えるサービスとして、平成２４年度から「複合型サービス」として新

たに始まったサービスで、平成２７年度からサービス名称が「看護小規模多

機能型居宅介護」になりました。 
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サービスの種類 内容 

介護老人福祉施設（特別

養護老人ホーム）・地域

密着型介護老人福祉施

設 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）は、寝たきりや認知症など身体

上又は精神上の障がいのために常時の介護を必要とし、家庭で介護を受ける

ことが困難な要介護者が入所し、生活する施設です。入所定員が２９人以下

の施設は、地域密着型介護老人福祉施設となります。 

介護老人福祉施設に係る事業者の指定・指導監督については、定員３０人

以上の施設は県が行っていますが、地域密着型介護老人福祉施設は市が行っ

ています。 

介護老人保健施設 

介護老人保健施設とは、要介護者であって、主としてその心身の機能の維

持回復を図り、居宅における生活を営むための支援を必要とする者に対し、

施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の下における介護及び機能

訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことを目的とする施設

です。 

平成２９年５月改正の介護保険法の改正により、当該施設は在宅支援・在

宅復帰のための地域拠点となる施設として明示されました。 

介護療養型医療施設 

介護療養型医療施設は、急性期の治療が終わり、慢性的な症状のための療

養を行うための施設です。医学的な管理のもと介護、医療、看護などのサー

ビスを受けることができます。令和５年度末までに介護医療院等に移行し、

廃止されます。 

介護医療院 
介護医療院は、日常的な医学管理や看取り・ターミナルケア等の医療機能

と生活施設としての機能とを兼ね備えた新たな介護保険施設です。 

養護老人ホーム 

養護老人ホームは、環境上の理由及び経済的な理由により、居宅において

養護を受けることが困難な高齢者が入所する措置施設であり、入所者は介護

サービスの利用が可能です。 

ケアハウス 

ケアハウスは、一人暮らし高齢者や高齢夫婦世帯の高齢者で、身体機能の

低下などにより独立して生活するには不安のある場合に利用できる施設で

す。 

生活支援ハウス 

生活支援ハウスは、一人暮らし高齢者、高齢夫婦世帯の高齢者及び家族に

よる援助を受けることが困難で、居宅で生活することが不安な高齢者が利用

する施設です。介護保険施設等の退所者のための施設としても期待されま

す。 

特定福祉用具購入費・特

定介護予防福祉用具購

入費 

指定を受けた事業者から腰掛便座、入浴補助用具などを購入した場合に購

入費を支給するものです。 

住宅改修・介護予防住宅

改修 

市の許可を得て手すりの取り付けや段差解消、洋式便器への交換など住宅

を改修した場合に２０万円を上限に費用を支給するものです。 

高額介護サービス費・高

額介護予防サービス費 

同じ月の中で利用した介護保険サービスの利用者負担額を合算し一定額を

超えた場合に上限を超えた分を支給するものです。 

高額医療合算介護サー

ビス費・高額医療合算介

護予防サービス費 

介護保険と医療保険の両方の負担が高額になった場合に、年間（８月～７

月）の負担額を合算して一定額を超えた場合に上限を超えた分を支給するも

のです。 

特定入所者介護サービ

ス費・特定入所者予防サ

ービス費 

低所得の人が施設サービスを利用した時に支払う居住費及び食費について

収入の段階に応じて上限を設定し負担の軽減を行うものです。 
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